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１ 事 業 計 画





－ 1 －

経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

１ 総 括 １ 地方公共団体数、組合員数、標準報酬の月額、平均標準報酬の月額、標準期末手当等の額及び被扶養者数

 （１）地方公共団体の数

(注）一部事務組合等には、広域連合及び共済組合を含む。

 （２）組合員数 （単位：人）

△          

－

△          

(注） 第3号厚生年金被保険者は、長期に係る組合員のうち第3号厚生年金被保険者を再掲

 （３）標準報酬の月額及び平均標準報酬の月額 （単位：千円）

（△   （1,158)

（△   （△     

△      

（2,539) （△   

△      

（2,371) （△   
－
－ （162,964)

△        

（△  

△        

（△  

△        

（6,676) （△     

△        
（6,689) （△     

（30,000)

（30,000)

（8,743)

（8,743)

（△     （987)

（△     （△  

△        

（△  （△       

（△     （987)

（△     （△  

（△   （1,347)

(注） １ （ ）内は、１人当たり平均標準報酬の月額（単位：円）
　　　２ 第3号厚生年金被保険者は、長期に係る組合員のうち第3号厚生年金被保険者を再掲

短期

長期

船 員 一 般 組 合 員

船 員 一 般
組 合 員

長期

短期

長期

第3号厚生年金被保険者

短期

 合   計

長期

長 期 組 合 員
長期

短期

市 町 村 長
長 期 組 合 員

長期

令和4年度事業計画概況

長 期 組 合 員

市町村長長期組合員

短期

 小   計
長期

短期

任 意 継 続
組 合 員

短期

一 般 組 合 員

長期

 合       計

短期

令和2年度末
組合員種別

第3号厚生年金被保険者

Ｂ－Ａ
令和4年度末

任 意 継 続 組 合 員

 小       計

Ｃ－Ｂ

Ｂ－Ａ
推　計　Ｃ

令和3年度末 令和4年度末

令和3年度末

Ｃ－Ｂ

実　績　Ａ 見　込　Ｂ 推　計　Ｃ

令和2年度末

見　込　Ｂ

市 町 村 長 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

実　績　Ａ
組合員種別

一 般 組 合 員

短 期 組 合 員 － －

短 期 組 合 員 短期
－ －
－ －

短期

市 町 村 長
組 合 員

特 定 消 防
組 合 員

短期

長期

一般のうちの特別職内数

一般の うち
の 特 別 職

内 数

一般のうちの特別職 内数

市 町 一部事務組合等 計



－ 2 －

経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

  総  括  （４）標準期末手当等の額 （単位：千円）

長期 △  

短期 △  

長期 △      △     

短期 △        △     

短 期 組 合 員 短期

長期 △      

短期 △      

長期 △    

短期 △    

長期

短期

長期 △      

短期 △      △        

長期 △        △      

短期 △        △      

長期 △  

短期 △    

△  

(注） 第3号厚生年金被保険者は、長期に係る組合員のうち第3号厚生年金被保険者を再掲

 （５）被扶養者数 （単位：人）

被扶養者数 組合員 被扶養者数 組合員 被扶養者数 組合員

Ａ 1人当たり Ｂ 1人当たり Ｃ 1人当たり

△        △         

△          

△          

△         △         

△        

△        

２ 役員数及び経理別職員数

 （１）組合の役員の数 (単位：人）

 （２） 組合に使用される者の数 （単位：人）

令和4年度末

増 (減）人員

船 員 一 般 組 合 員

計

物 資 経 理

市 町 村 長
長 期 組 合 員

組合員種別
令和2年度末

保 健 経 理

業 務 経 理

貸 付 経 理

貯 金 経 理

宿 泊 経 理

計監 事理 事理 事 長

         　　人  員

  経 理 名

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

実績人員 見込人員 推計人員

合 計

任 意 継 続 組 合 員

小 計

特 定 消 防 組 合 員

市 町 村 長 組 合 員

令和2年度末実績

組合員種別

一 般 組 合 員

実　績　Ａ

第3号厚生年金被保険者

市 町 村 長
組 合 員

 合   計

特 定 消 防
組 合 員

一 般 組 合 員

長 期 組 合 員

船 員 一 般
組 合 員

Ｃ－ＢＢ－Ａ

令和4年度末推計令和3年度末見込

令和3年度末
Ｃ－Ｂ

見　込　Ｂ 推　計　Ｃ

令和4年度末
Ｂ－Ａ

短 期 組 合 員

一般の うち
の 特 別 職

一般のうちの特別職 内数



－ 3 －

経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

  総  括  （４）標準期末手当等の額 （単位：千円）

長期 △  

短期 △  

長期 △      △     

短期 △        △     

短 期 組 合 員 短期

長期 △      

短期 △      

長期 △    

短期 △    

長期

短期

長期 △      

短期 △      △        

長期 △        △      

短期 △        △      

長期 △  

短期 △    

△  

(注） 第3号厚生年金被保険者は、長期に係る組合員のうち第3号厚生年金被保険者を再掲

 （５）被扶養者数 （単位：人）

被扶養者数 組合員 被扶養者数 組合員 被扶養者数 組合員

Ａ 1人当たり Ｂ 1人当たり Ｃ 1人当たり

△        △         

△          

△          

△         △         

△        

△        

２ 役員数及び経理別職員数

 （１）組合の役員の数 (単位：人）

 （２） 組合に使用される者の数 （単位：人）

令和4年度末

増 (減）人員

船 員 一 般 組 合 員

計

物 資 経 理

市 町 村 長
長 期 組 合 員

組合員種別
令和2年度末

保 健 経 理

業 務 経 理

貸 付 経 理

貯 金 経 理

宿 泊 経 理

計監 事理 事理 事 長

         　　人  員

  経 理 名

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

実績人員 見込人員 推計人員

合 計

任 意 継 続 組 合 員

小 計

特 定 消 防 組 合 員

市 町 村 長 組 合 員

令和2年度末実績

組合員種別

一 般 組 合 員

実　績　Ａ

第3号厚生年金被保険者

市 町 村 長
組 合 員

 合   計

特 定 消 防
組 合 員

一 般 組 合 員

長 期 組 合 員

船 員 一 般
組 合 員

Ｃ－ＢＢ－Ａ

令和4年度末推計令和3年度末見込

令和3年度末
Ｃ－Ｂ

見　込　Ｂ 推　計　Ｃ

令和4年度末
Ｂ－Ａ

短 期 組 合 員

一般の うち
の 特 別 職

一般のうちの特別職 内数

経理単位名
 ２短期経理   標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金、調整負担金・公的負担金との割合、給付

及び拠出金等の前々事業年度の実績、前事業年度及び当該事業年度の推計並びに当該事業年度の資金
計画
(１)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（短期給付）

(単位：‰）

掛金 負担金 掛金 負担金 掛金 負担金

－ － － －

(２)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（介護保険）
(単位：‰）

掛金 負担金 掛金 負担金 掛金 負担金

－ － － －

(３)　標準報酬等合計額（標準報酬の月額及び標準期末手当等の額の合計額）の総額と調整負担金及び
　　公的負担金との割合

(単位：‰）

(４)　給付の実績及び推計
(単位：千円）

調 整 負 担 金
公 的 負 担 金

令和4年度

一 般 組 合 員
短 期 組 合 員
市 町 村 長 組 合 員
特 定 消 防 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員
任 意 継 続 組 合 員

区      分 令和2年度 令和3年度

市 町 村 長 長 期 組 合 員
任 意 継 続 組 合 員

区　　分
令和2年度 令和3年度 令和4年度

長 期 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員

概                         要

区　　分
令和2年度 令和3年度 令和4年度

一 般 組 合 員
短 期 組 合 員
市 町 村 長 組 合 員
特 定 消 防 組 合 員

     　  　  年  度 令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

  区  分 実　績  Ａ 見　込  Ｂ 推　計  Ｃ

法

定

給

付
附 加 給 付

一 部 負 担 金 払 戻 金
合 計

災 害 給 付

小       計

保 健 給 付

休 業 給 付

Ｂ-Ａ Ｃ-Ｂ



－ 4 －

経理単位名
 　短期経理 別表 給付の実績及び推計（明細）

(単位：千円）

概                         要

    　　　   年  度 令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

  区  分 実　績  Ａ 見　込  Ｂ 推　計  Ｃ

△           

△         

△         

△         

△             
本人

家族 △        
計

△         

△           

△           

△         
△         

△            

△           

一 部 負 担 金 払 戻 金

合 計

家族訪問看護療養費附加金

埋 葬 料 附 加 金

家 族 埋 葬 料 附 加 金

小    計

災
害
給
付

弔 慰 金

家 族 弔 慰 金

災 害 見 舞 金

小    計

家 族 出 産 費

附
加
給
付

家 族 療 養 費 附 加 金

埋 葬 料

家 族 埋 葬 料

小    計

休
業
給
付

傷 病 手 当 金

出 産 手 当 金

休 業 手 当 金

育 児 休 業 手 当 金

保
　
　
　
　
健
　
　
　
　
給
　
　
　
　
付

療 養 の 給 付

介 護 休 業 手 当 金

小    計

高 額 介 護 合 算 療 養 費

薬 剤 支 給

出 産 費

家 族 療 養 費

家 族 移 送 費

高 額 療 養 費

高 額 療 養 の 給 付

療 養 費

移 送 費

家 族 療 養 の 給 付
家族入院時食事療養の給付

家 族 訪 問 看 護 療 養 の 給 付

入 院 時食 事療 養の 給付

訪 問 看 護 療 養 の 給 付

Ｂ-Ａ Ｃ-Ｂ



－ 5 －

経理単位名
 　短期経理 (５)　拠出金等の実績及び推計 (単位：千円、‰)

(６)　資金計画   (単位：千円)

概                         要

       　   年  度 令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

  区  分 実　績  Ａ 見　込  Ｂ 推　計  Ｃ

額 △       △       

割合 △          △          

額

割合 △          

額 △             
割合

額 △             △             

割合
額 △       △       

割合 △          △          

額

割合

額

割合

額

割合

額
割合

Ｂ-Ａ Ｃ-Ｂ

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

病 床 転 換 支 援 金

退職者給付拠出金

合 計

連
合
会
払
込
金

災 害 給 付

財 政 調 整

連
合
会
拠
出
金

特別財政調整

育 児 ・ 介 護
休 業 手 当 金

流 動 資 産

短 期 負 担 金 固 定 資 産

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）
（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ）

介 護 負 担 金
（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）
（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ）

収 短 期 掛 金

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）
（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ）

介 護 掛 金

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）
（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ）

短 期 任 意 継 続 掛 金

介 護 任 意 継 続 掛 金

公 的 負 担 金

雑 収 入

高 額 医 療 交 付 金

災 害 給 付 交 付 金

育児・介護休業手当金交付金

調 整 負 担 金

入 短 期 利 息 及 び 短 期 配 当 金

介 護 利 息

賠 償 金

前 年 度 繰 越 支 払 準 備 金

計 計

給 付 金 流 動 負 債

前 期 高 齢 者 納 付 金 固 定 負 債

後 期 高 齢 者 支 援 金

支 病 床 転 換 支 援 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

介 護 納 付 金

一 部 負 担 金 払 戻 金

短 期 任 意 継 続 掛 金 還 付 金

介 護 任 意 継 続 掛 金 還 付 金

出 連 合 会 払 込 金

連 合 会 拠 出 金

業 務 経 理 へ 繰 入

次 年 度 繰 越 支 払 準 備 金

計 計

差 引 次 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

損　　益　　計　　算 貸　　借　　対　　照
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

差 引 本 年 度 損 益 金



－ 6 －

経理単位名

３ 厚生年金

保険経理

（1）　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合

（単位：‰）

（2）　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率

（単位：‰）

（3）　標準報酬と追加費用との割合

（単位：‰）

 追加費用率（標準外）

（単位：‰）

鈴 鹿 市

桑 名 市

伊 賀 市

伊 勢 市

松 阪 市

津 市 及 び 津 水

四 日 市 市 及 び 四 水

追 加 費 用

　 　　　　　年　度

 区 分
令 和 年 度 令 和 年 度

(標準報酬の月額＋標準期末手当等の額)×40.0 (標準報酬の月額＋標準期末手当等の額)×41.6

　　　　　　　年　度
 種　別

令和3年度 令和4年度

組合員保険料 負担金 組合員
保険料 負担金

概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合、標準報酬の月額及び標準期末手

当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率、標準報酬と追加費用との割合並びに資金計画

令和3年度 令和4年度

令 和 3 年 度 令 和 4 年 度

（4）　資金計画 （単位：千円）

差 引 本 年 度 損 益 金 計

支

出

負 担 金 払 込 金 流 動 負 債

組 合 員 保 険 料 払 込 金

計

（標準期末手当等分）

計 計

組 合 員 保 険 料

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

損　　　益　　　計　　　算 貸　　　借　　　対　　　照

収

入

負 担 金 流 動 資 産

（ 公 的 負 担 金 ）

（ 追 加 費 用 ）

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

（標準期末手当等分）
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４ 退 職 等 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合並びに資金計画

年金経理
（1）標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合

（単位：‰）

掛  金 負担金 掛  金 負担金

経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

令和3年度 令和4年度

（2）資金計画
損　　　益　　　計　　　算 貸　　　借　　　対　　　照

（単位：千円）

収

入

負 担 金 流 動 資 産

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

（標準期末手当等分）

掛 金

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

（標準期末手当等分）

計 計

支

出

負 担 金 払 込 金 流 動 負 債

掛 金 払 込 金

計

差 引 本 年 度 損 益 金 計
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５ 経 過 的

長期経理

（単位：‰）

(2) 標準報酬と追加費用との割合

（単位：‰）

 追加費用率（標準外）

（単位：‰）

鈴 鹿 市

桑 名 市

伊 賀 市

伊 勢 市

松 阪 市

津 市 及 び 津 水

四 日 市 市 及 び 四 水

　 　　　　　年　度

 区 分
令 和 年 度 令 和 年 度

負 担 金 負 担 金

※　この負担金は、平成27年9月以前に受給権発生した公務障害・公務遺族給付に要する費用である。

年 度

種 別
令和3年度 令和4年度

経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する
法律附則第75条第3号において「改正前地共済法第113条第2項第3号に掲げる費用の負担の例による。」とされた同法によ
る改正前の地方公務員等共済組合法第113条第2項第3号に掲げる負担金との割合、標準報酬と追加費用との割合並びに資金
計画

（1）標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と負担金との割合

令和3年度 令和4年度

追 加 費 用

（3）資金計画

差 引 本 年 度 損 益 金 計

支

出

負 担 金 払 込 金 流 動 負 債

（旧恩給組合条例給付に
係る払込金）

計

計 計

（ 追 加 費 用 ）

収

入

負 担 金 流 動 資 産

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

（標準期末手当等分）

（単位：千円）

損　　　益　　　計　　　算 貸　　　借　　　対　　　照
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

資金計画及び資産の構成割合
(1)　資金計画 （単位:千円）

計

支 払 利 息

計

(2)　資産の構成割合

 退職等年金預託金管理経理の資産の構成割合は、次のとおり見込むものとする。

(単位：千円、％)

（注）１　「その他」欄には、未収収益、未収金、仮払金等の合計額を記載すること。

　　　２　構成割合は、資産総額に対する割合とし、小数点以下第２位まで記載すること。

資金計画及び資産の構成割合

(1)　資金計画 （単位:千円）

計

支 払 利 息

計

(2)　資産の構成割合

 経過的長期預託金管理経理の資産の構成割合は、次のとおり見込むものとする。

(単位：千円、％)

（注）１　「その他」欄には、未収収益、未収金、仮払金等の合計額を記載すること。

　　　２　構成割合は、資産総額に対する割合とし、小数点以下第２位まで記載すること。

支
出

差 引 当 期 利 益 金 差引次年度繰越利益剰余金
計

固 定 負 債

支
出

固 定 負 債

計
差 引 当 期 利 益 金 差引次年度繰越利益剰余金

６ 退職等年
　 金預託金
　 管理経理 損 益 計 算 貸 借 対 照

計

固 定 資 産

流 動 資 産収

入

利 息 及 び 配 当 金

７ 経過的長
　 期預託金
　 管理経理

損 益 計 算 貸 借 対 照

収

入

利 息 及 び 配 当 金
流 動 資 産

固 定 資 産

計

令和3年度末 令和4年度末 比較増△減
見 込 額 構成割合

ａ
推 計 額 構成割合

ｂ
金 額 割　　合

(ｂ-ａ)

資 産 区 分

合　　　計

預　　　　　　　　　　金

そ の 他

見 込 額 構成割合
ａ

推 計 額 構成割合
ｂ

金 額 割　　合
(ｂ-ａ)

△     0.01

△         

令和3年度末 令和4年度末 比較増△減

そ の 他

合　　　計

資 産 区 分

預 金

投 資 有 価 証 券
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

８ 業務経理 事務費の額及び資金計画

(１) 事務費の額（１人当たり）

  ① 短期、厚生年金保険及び経過的長期分 （単位:円）
令和2年度 令和3年度 令和4年度

　注１　（Ｂ）は、定款で定める組合員１人当たりの繰入額

　　２　（Ｃ）は、厚生年金保険及び経過的長期給付事務費に係る連合会交付

         金の額を組合員数で割り返した組合員１人当たりの額

　　３　（Ｄ）は、業務経理の剰余金を取り崩す場合に、その額を組合員数で

  ② 退職等年金給付分 （単位:円）
令和2年度 令和3年度

　注　退職等年金給付事務費に係る連合会交付金の額を組合員数で割り返した
　　　組合員１人当たりの額

(２) 資金計画 （単位:千円）

△   

　　　区　　　　　　　分　

事 務 費 （ ）

地方公共団体負担金（総額）
地方公共団体負担金のうち短期分(A)内

訳

短 期 経 理 よ り 繰 入

そ の 他

計

役 員 報 酬

計

旅 費

事 務 費

事務費負担金払 込金

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金

連 合 会 交 付 金

そ の 他

負 担 金

　　　区　　　　　　　分　

事    務    費（連合会交付金）

差 引 本 年 度 損 益 金 差引次年度繰越利益剰余金

支

出

固 定 負 債

流 動 負 債

計

職 員 給 与

計

損 益 計 算 貸 借 対 照

　　　　 割り返した組合員１人当たりの額

収

入

連 合 会 交 付 金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 流 動 資 産

固 定 資 産

令和4年度
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経理単位名

９ 保健経理 　 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合、事業の種類及び

当該事業年度の資金計画

(１) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　 (単位：‰）

掛  金 負担金 掛  金 負担金 掛  金 負担金

(２) 事業の種類

別紙のとおり。

(３) 資金計画 （単位：千円）

計 計

差 引 本 年 度 損 益 金 △
差 引 次 年 度 繰 越
利 益 剰 余 金

そ の 他

支
　
　
出 旅 費

事 務 費

特定健康診査費

特定保健指導費

固 定 負 債

特定健康診査等費

計 計

職 員 給 与 流 動 負 債

厚 生 費

利 息 及 び 配 当 金

(標準期末手当等分)

雑 収 入

収
　
　
入

負 担 金 固 定 資 産

(標準報酬月額分)
(標準期末手当等分)

掛 金

(標準報酬月額分)

(特定健康診査等分)

損　　　益　　　計　　　算 貸　　　借　　　対　　　照

前 年 度 繰 越 剰 余 金 流 動 資 産

特 定 消 防 組 合 員

船 員 一 般 組 合 員

長 期 組 合 員

市町村長長期組合員

概　　　　　　　　　　　　　　　要

区　　　　分
令和2年度 令和3年度 令和4年度

一 般 組 合 員

短 期 組 合 員

市 町 村 長 組 合 員
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

保健経理
別紙　(事業の種類)

件数等 金額 件数等 金額 件数等 金額

項   　　　　　　　   目

令和2年度 令和3年度 令和4年度

保

健

事

業

保

健

関

係

人
間
ド
ッ

ク

１ 泊 ２ 日 コ ー ス

実績　A 見込　B 事業計画額　C

巡 回 コ ー ス

１ 日 コ ー ス

若 年 者 特 定 保 健 指 導

計

脳 ド ッ ク

が
ん

検
診

胃 が ん 検 診

前 立 腺 が ん 検 診

婦
人
が
ん
検
診

乳 が ん 検 診

子 宮 が ん 検 診

計

電 話 健 康 相 談

メ ン タ ル ヘ ル ス サ ポ ー ト

介 護 支 援 助 成

歯
科
健
診

フ ァ ミ リ ー 歯 科 健 診

三重県歯科医師会による
歯 科 健 診

計

重 症 化 予 防 受 診 勧 奨

共 同 巡 回 健 診

重 複 頻 回 受 診 ・ 重 複 服 薬 対策

保 健 関 係 計

保
養
関
係

保
養
所
利
用
助
成

サ ン ペ ル ラ 志 摩
利 用 助 成

相 互 利 用 協 定 施 設
利 用 助 成

家 族 助 成

計

人 事 ・ 健 康 管 理 者 等 研 修 会

保 養 所 利 用 促 進 関 係

保 養 関 係 計

インセン
ティブ関係

健 康 ウ ォ ー キ ン グ 助 成

体 育 関 係 健 康 ウ ォ ー キ ン グ

図書・
広報関係

医 療 費 通 知

後 発 医 薬 品 差 額 通 知

そ の 他

図 書 ・ 広 報 関 係 計

レ セ プ ト 審 査

デ ー タ ヘ ル ス 計 画

そ の 他

合 計

コ ラ ボ ヘ ル ス 事 業

若 年 者 健 康 セ ミ ナ ー

講 座 関 係 計

保 健 事 業 計

特 定 健 診
・

保 健 指 導

特 定 健 康 診 査

特 定 保 健 指 導

計

講
座
関
係

退 職 準 備 セ ミ ナ ー
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

保健経理
別紙　(事業の種類)

件数等 金額 件数等 金額 件数等 金額

項   　　　　　　　   目

令和2年度 令和3年度 令和4年度

保

健

事

業

保

健

関

係

人
間
ド
ッ

ク

１ 泊 ２ 日 コ ー ス

実績　A 見込　B 事業計画額　C

巡 回 コ ー ス

１ 日 コ ー ス

若 年 者 特 定 保 健 指 導

計

脳 ド ッ ク

が
ん

検
診

胃 が ん 検 診

前 立 腺 が ん 検 診

婦
人
が
ん
検
診

乳 が ん 検 診

子 宮 が ん 検 診

計

電 話 健 康 相 談

メ ン タ ル ヘ ル ス サ ポ ー ト

介 護 支 援 助 成

歯
科
健
診

フ ァ ミ リ ー 歯 科 健 診

三重県歯科医師会による
歯 科 健 診

計

重 症 化 予 防 受 診 勧 奨

共 同 巡 回 健 診

重複頻回受診・重複服 薬 対策

保 健 関 係 計

保
養
関
係

保
養
所
利
用
助
成

サ ン ペ ル ラ 志 摩
利 用 助 成

相 互 利 用 協 定 施 設
利 用 助 成

家 族 助 成

計

人 事 ・ 健 康 管 理 者 等 研 修 会

保 養 所 利 用 促 進 関 係

保 養 関 係 計

インセン
ティブ関係

健 康 ウ ォ ー キ ン グ 助 成

体 育 関 係 健 康 ウ ォ ー キ ン グ

図書・
広報関係

医 療 費 通 知

後 発 医 薬 品 差 額 通 知

そ の 他

図 書 ・ 広 報 関 係 計

レ セ プ ト 審 査

デ ー タ ヘ ル ス 計 画

そ の 他

合 計

コ ラ ボ ヘ ル ス 事 業

若 年 者 健 康 セ ミ ナ ー

講 座 関 係 計

保 健 事 業 計

特 定 健 診
・

保 健 指 導

特 定 健 康 診 査

特 定 保 健 指 導

計

講
座
関
係

退 職 準 備 セ ミ ナ ー

概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

（単位：千円、件、人）

件数等 金額 件数等 金額

△   △     組合員・被扶養者で希望者全員、7,000円を助成

組合員・被扶養者で40歳以上が対象。3年に1回。15,000円を助成　　　

組合員が対象。胃がん検診費用のうち3,000円を限度に助成。
4年度から被扶養者も対象とする。

組合員・被扶養者が対象。
前立腺がん検診費用のうち1,500円を限度に助成

△    
専門機関による組合員、被扶養者及び年金受給者の健康保持増進などについて
の相談及び健康情報の提供

△    
専門機関の心理カウンセラー等による電話カウンセリング及び臨床心理士等に
よる面接カウンセリング（予約制）

若年層(30歳～39歳)の組合員を対象に特定保健指導を実施

△     △    介護休暇による無給分を補てん

組合員・被扶養者が対象。集団健診

組合員・被扶養者が対象。1年度1回まで。
三重県歯科医師会に所属する歯科医院で受診する健診を全額助成する。

△      生活習慣病のハイリスク者に対し、受診勧奨を実施。

△     
女性の被扶養者・任継組合員及びその被扶養者が対象。
集団健診を実施する。

重複・頻回受診者及び重複投薬者等に対し適切な情報を提供し、適正受診の促
進及び医療費の適正化を図る。

組合員・被扶養者が対象
1人1泊につき 5,000円を助成

組合員・被扶養者が対象
1人1泊につき 2,000円を助成

被扶養者でない配偶者及びその被扶養者に助成
1人1泊につき 2,000円を助成（サンペルラ志摩のみ）

△      保養所利用促進費

ウォーキングイベント等に5回参加で健康グッズを提供

組合員及び被扶養者とその家族が対象。3回開催。日帰り。

△      医療費通知に係る費用

△       ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品の普及等に係る費用

電話健康相談チラシ封入、歯科健診チラシ広報折込代等

サンペルラ志摩で3回開催（1泊2日）

所属所の人事・健康管理担当者等向けの講座を実施。

所属所単位で、所属所が実施を希望する講座等を実施する。

△    △     
35歳未満の組合員が対象。若いうちから生活習慣病予防に役立つ情報を提供す
るセミナーを開催する。

任継・被扶養者の健康診査費用、特定健診ﾗｲｾﾝｽ使用料等

△   △ 組合員等特定保健指導に係る費用

△   △ 

ﾚｾﾌﾟﾄ管理・内容点検、海外療養費算定等に係る費用

△     ﾃﾞｰﾀﾍﾙｽ計画事業支援に係る費用

厚生費（旅費･事務費･雑費･保健体育推進費（その他）・職員厚生費）

△     

概 要

△     △   
組合員・被扶養者で40歳以上が対象
組合員は一律20,000円、任継・被扶養者は一律15,000円を助成

△     

組合員・被扶養者で35歳以上が対象(受診枠の範囲で35歳未満も可)
組合員は一律20,000円、任継・被扶養者は一律15,000円を助成

組合員・被扶養者が対象。
婦人がん検診費用のうち3,000円を限度に助成
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経
理
単
位
名

概
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
要

1
0
 
宿
泊
経
理

施
設
の
種
類
、
施
設
の
現
況
、
施
設
の
利
用
計
画
及
び
資
金
計
画

(
１
)
 
施
設
の
種
類

１
　
保
養
所
　
サ
ン
ペ
ル
ラ
志
摩

(
２
)
 
施
設
の
現
況

区
分

投
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
資
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
額

宿
泊

会
議

面
積

金
額

面
積

金
額

志
摩
保

養
所

人
人

人
㎡

千
円

千
円

千
円

 
千

円
㎡

千
円

千
円

千
円

％

サ
ン
ペ

ル
ラ
志
摩

志
摩
市

（
宿
泊
料
：
1
泊
２
食
付
、
税
込
）

本
館

大
　
人
＝
1
3
,
0
9
0
円
～

浴
室
棟

小
学
生
＝
8
,
6
9
0
円
～

車
庫

･
ポ

ン
プ

庫
棟

カ
ラ
オ
ケ
棟

（
使
用
料
）

宿
舎

会
議
室
料
（
税
込
）

区
分

半
日

1
日

全
室

7
,
7
0
0
円

1
3
,
2
0
0
円

分
割

3
,
3
0
0
円

5
,
5
0
0
円

　
　

　
　

　
　

計

備
考

施
設
名

建
物

構
築
物

車
両
及
び

運
 
搬
 
具

器
具
及
び

備
　
　
品

土
地

そ
の
他

計
所
在
地

開
設

年
月

正
職

員
数

収
容
人
員

利
用
率

利
用

料
金
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経
理
単
位
名

概
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
要

1
0
 
宿
泊
経
理

施
設
の

種
類
、
施
設
の
現
況
、
施
設
の
利
用
計
画
及
び
資
金
計
画

(
１
)
 
施
設
の
種
類

１
　
保
養
所
　
サ
ン
ペ
ル
ラ
志
摩

(
２
)
 
施
設
の
現
況

区
分

投
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
資
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
額

宿
泊

会
議

面
積

金
額

面
積

金
額

志
摩
保

養
所

人
人

人
㎡

千
円

千
円

千
円

 
千

円
㎡

千
円

千
円

千
円

％

サ
ン
ペ

ル
ラ
志
摩

志
摩
市

（
宿
泊
料
：
1
泊
２
食
付
、
税
込
）

本
館

大
　
人
＝
1
3
,
0
9
0
円
～

浴
室
棟

小
学
生
＝
8
,
6
9
0
円
～

車
庫

･
ポ

ン
プ

庫
棟

カ
ラ
オ
ケ
棟

（
使
用
料
）

宿
舎

会
議
室
料
（
税
込
）

区
分

半
日

1
日

全
室

7
,
7
0
0
円

1
3
,
2
0
0
円

分
割

3
,
3
0
0
円

5
,
5
0
0
円

　
　

　
　

　
　

計

備
考

施
設
名

建
物

構
築
物

車
両
及
び

運
 
搬
 
具

器
具
及
び

備
　
　
品

土
地

そ
の
他

計
所
在
地

開
設

年
月

正
職

員
数

収
容
人
員

利
用
率

利
用

料
金

経理単位名
宿泊経理 (3) 施設の利用計画

人

円 円 円

人

千円 千円 千円

組合員 人

準組合員 人 円
その他 人

[営業日数 日]

(4) 資金計画 （単位:千円）

計 計

差 引 本 年 度 損 益 金 △           差 引 次 年 度 繰 越 欠 損 金

支
　
　
出 負 担 金

そ の 他

旅 費 流 動 負 債

事 務 費

保 険 料

固 定 負 債

修 繕 費 資 本 剰 余 金

そ の 他

前 年 度 繰 越 欠 損 金 流 動 資 産

収
　
入

施 設 収 入 固 定 資 産

保 健 経 理 か ら 繰 入 金

計 計

1　日
当たり

年 間

備 考 1人当たりの利用金額

損 益 計 算 貸 借 対 照

区 分 宿 泊 売 店 そ の 他

概 要
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
11　貯金経理 　貯金の種類、支払利率及び状況、資金計画、資産の構成割合及び当該年度の予定

　運用利回り

（１）　貯金の種類、支払利率及び現況　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　（単位：千円、人、％）

（注）　備考欄には、貯金の内容を記入すること。

 （２）　資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

普通貯金 定期貯金 貯金 貯金 貯金

貯 金 額

貯 金 者 数

貯金者１人当たり貯金額 △            

組 合 員 加 入 率 △           

貯金の内容

　預入：1,000円単位で原則給料天引き、臨時預入可。

　払出：5,000円単位で個人口座へ送金。

比

較

備　　　　　　考

令
和

年
度
末
見
込

貯 金 額

貯 金 者 数

貯 金 者 １ 人 当た り 貯 金額

組 合 員 加 入 率

支 払 利 率

貯 金 の 種 類
区　　分

令
和

度
末
見
込

貯 金 額

貯 金 者 数

貯 金 者 １ 人 当た り 貯 金額

組 合 員 加 入 率

支 払 利 率

損  　　　益 　　 　計　　　  算 貸　　  　借　　　  対　　　  照

流 動 資 産

利 息 及 び 配 当 金 固 定 資 産

そ の 他

計 計

職 員 給 与 流 動 負 債

旅 費 固 定 負 債

事 務 費

支 払 利 息

そ の 他

計 計

差引次年度繰越利益剰余金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

収
入

支
出

差 引 本 年 度 損 益 金
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
　　 貯金経理 （３）　資産の構成割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）

（４）　予定運用利回り

令和3度末見込 令和4年度末見込 比較増△減

見込額
Ａ

構成割合
ａ

推計額
Ｂ

構成割合
ｂ

金　　額 割　　合
(ｂ-ａ)

株 式 及 び

証券投資信託

固 定 資 産

△  △    

国 債

地 方 債

社 債

公営企業債

諸 債 券 △  △    

計

△        △    

合 計

第二号資産

そ

の

他

流 動 資 産

金 銭 信 託

投資
有価
証券

長 期 貸 付 金

第一号資産

資 産 区 分

予定運用利回り＝Ｃ÷〔｛Ａ＋（Ｂ－Ｃ）｝×１／２〕≒

Ａ　当期始資産 56,519,006千円

Ｂ　当期末資産 59,362,948千円

Ｃ　当該事業年度における資産の運用利益金
　　　（利息及び配当金＋償還差益－償還差損＋売却益－売却損）

582,964千円
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
12  貸付経理 　 貸付金の種類、貸付金の現況、貸付金の利率、貸付金の状況及び当該事業年度の資金計画

（１）　貸付金の種類

　普通貸付、住宅貸付、在宅介護対応住宅貸付、災害貸付（家財・住宅・再貸付）、

　特別貸付（医療・入学・修学・結婚・葬祭）、高額医療貸付、出産貸付

（２）　貸付金の現況及び貸付利率

　ロ　貸付条件　　 　　　  　      　　　　　　　　　　  　　　　  　 　　　　　　　 （単位：％、千円、月）

　ロ　貸付条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　  　　　　 　　　　　（単位：千円）

利率 年 最 高 限 度 額
償 還 期 間

最 高 限 度
据 置 期 間

なし

〃

〃

家 財 〃

住 宅 〃

再 貸 付 〃

医 療 療養期間（最高２４月）

入 学 修業年限の年数以内

修 学 1月につき 150 〃

結 婚 なし

葬 祭 〃

無利息 高額療養費相当額 高額療養費で相殺 高額療養費支給月まで

無利息
出産費･家族出産費
相当額

出産費･家族出産費
で相殺

出産費･家族出産費支給
月まで

住 宅 貸 付

在 　宅 　介 　護
対 応 住 宅 貸 付

災 害
貸 付

特 別
貸 付

種 類

普 通 貸 付

高 額 医 療 貸 付

（ただし、貸付利率については地方公務員等共済組合法第38条の2第2項第7号の規定により地方公

務員共済組合連合会が定める基準利率の区分に応じて総務大臣が定める率による。)

出 産 貸 付

 イ　貸付資金の増減状況

令 和 年 度 末 令 和 年 度 末

見　込　Ａ 推　計　Ｂ 金額(B-A)　C 比率C/A

欠 損 金 補 て ん 積 立 金 △ △

積 立 金 △ △

計 △ △

（単位：千円、％）

資 金 の 内 容
比　　　　　較
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経理単位名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要
　　 貸付経理 　ハ　貸付資金の配分計画　　　　　　　　　　　　　　　　                　　  　（単位：件、千円、％）

　（３）貸付金の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　　　　　　 　　　　（単位：千円）

　（４）資金計画　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　              　　  　　　　（単位：千円）

令和3年度末貸付金推計 令和4年度末貸付金推計

件 数 Ａ 金 額 Ｂ 割 合 件数Ｃ 金 額 Ｄ 割 合 件数(C-A) 金 額 割 合

△     △     △

△      △         △

家 財

住 宅

再 貸 付

計

医 療 △          

入 学 △      △       

修 学 △     △       

結 婚 △      △       

葬 祭 △         

計 △     △      

△     △      

種 類
比　　　　　　較

普 通 貸 付

住 宅 貸 付

在 　宅 　介 　護
対 応 住 宅 貸 付

災
害
貸
付

特
別
貸
付

高 額 医 療 貸 付

出 産 貸 付

合 計

前年度末貸付残高 本 年 度 貸 付 額 本 年 度 償 還 額 本年度末貸付残高 備 考

流 動 資 産

組 合 員 貸 付 金 利 息 固 定 資 産

そ の 他

計 計

職 員 給 与 流 動 負 債

旅 費 固 定 負 債

事 務 費

支 払 利 息

そ の 他

計 計

△ 差引次年度繰越利益剰余金

貸 借 対 照

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

収

入

支

出

差 引 本 年 度 損 益 金

損 益 計 算
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経理単位名
13 物資経理 運転資金の状況及び販売品目、月賦期間及び平均利潤率、資金の回転及び資金計画

（１）運転資金の状況及び販売品目、月賦期間及び平均利潤率
　イ　運転資金の状況 　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　ロ　販売品目、月賦期間及び平均利潤率

（２）資金の回転率　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　（単位：千円）

（注）「商品売上」は、受取手数料を除く。

（３）資金計画　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

概 要

資 金 の 内 容 令和 年度末見込Ａ 令和 年度末推計Ｂ 増 減 額 Ｂ － Ａ

貯 金 経 理 よ り 借 入 金 △         

貸 倒 引 当 金 △

欠 損 金 補 て ん 積 立 金 △           

計 △         

販 売 品 目 自動車、寝具、ガソリン、旅行、住宅のあっせん、住宅リフォーム、ハウスクリーニング、補聴器、シロアリ防除、保険

販 売 方 法 店頭、通信及び巡回販売

利 潤 率 2.3％（仕入原価に対する平均利潤率）

購 入 限 度 額 ① 200万円②月賦償還金の合計が給料月額の30％以内

指 定 店 数 自動車25社、寝具1社、ガソリン類3社、旅行2社、レンタカー1社、住宅6社、補聴器1社、住宅リフォーム1社、ハウスクリーニング1社、シロアリ防除1社

月 賦 方 法 最長96月、最短3月

債 務 保 証 民間損保会社による債務保全

売 上 見 込 額 1,033,476千円

損 　　　 益 　　　 計 　　　 算 貸   　　借   　　対   　　照

流 動 資 産

商 品 売 上

そ の 他

計 計

職 員 給 与 流 動 負 債

旅 費 固 定 負 債

事 務 費

商 品 仕 入

支 払 利 息

そ の 他

計 計

差引次年度繰越利益剰余金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

収
　
入

支
　
出

差 引 本 年 度 損 益 金

年 度 別
商 品 売 上

Ａ
長期借入金

Ｂ
引 当 金

Ｃ
利益剰余金

Ｄ
固定資産

Ｅ
回 転 率

令和 年度末実績 3.777回

令和 年度末見込 3.930回

令和 年度末推計 3.976回



２ 予 算





(1) 短 期 経 理
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　短　期　経　理

　  事　　　　　項

　法第25条の規定によ 有価証券 有価証券

り余裕金の運用として    前年度末残高 千円    前年度末残高 千円

行う有価証券（主務大    本年度増加額 千円    本年度増加額 千円

臣の指定するものを除    本年度減少額 千円    本年度減少額 千円

く。）又は不動産の取    本年度末残高 千円    本年度末残高 千円

得の最高限度額    最高限度額 千円    最高限度額 千円

  経理単位相互間にお １貸付経理に対する短期貸付金 １貸付経理に対する短期貸付金

ける資金の融通の最高 (1)前年度末残高 千円 (1)前年度末残高 千円

限度額    本年度増加額 千円    本年度増加額 千円

   本年度減少額 千円    本年度減少額 千円

   本年度末残高 千円    本年度末残高 千円

   最高限度額 千円    最高限度額 千円

(2)貸付条件 (2)貸付条件

　 利　　率　　　　無利息 　 利　　率　　　　無利息

   償還方法　高額療養費及び出産    償還方法　高額療養費及び出産

      　　   費・家族出産費より     　　     費・家族出産費より

        　 　控除          　　控除

２貯金経理より短期借入金 ２貯金経理より短期借入金

(1)前年度末残高 千円 (1)前年度末残高 千円

   本年度増加額 千円    本年度増加額 千円

   本年度減少額 千円    本年度減少額 千円

   本年度末残高 千円    本年度末残高 千円

   最高限度額 千円    最高限度額 千円

(2)借入条件 (2)借入条件

利　　率 利　　率

  施行規程第７条第１ 業務経理へ繰入金 業務経理へ繰入金

項の規定により業務経    組合員1人当たり年額    組合員1人当たり年額

理へ繰り入れる資金の 円 円

最高限度額

予 　 算  　総  　則

令　和　3　年　度  令　和　4 年  度

年利1.09％ 年利0.96％



－ 22 －短期

    　  予   定   損   益   計   算   書

短  期  経  理

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決  算  額 推     計 推     計 令和3年度 令和4年度

経  常  費  用 千円 千円 千円 千円 千円

（事 業 費 用）

保 健 給 付

休 業 給 付

災 害 給 付

附 加 給 付

前 期 高 齢 者 納 付 金 △   △   

後 期 高 齢 者 支 援 金

病 床 転 換 支 援 金 △         

退 職 者 給 付 拠 出 金 △         △         

介 護 納 付 金

一 部 負 担 金 払 戻 金

短期任意継続掛金還付金 △        △        

介護任意継続掛金還付金 △       △         

連 合 会 払 込 金

連 合 会 拠 出 金

計 △   

繰     入     金

業 務 経 理 へ 繰 入

次年度繰越支払準備金

次 年 度 繰 越 支 払 準 備 金

当 期 利 益 金

当 期 短 期 利 益 金

当 期 介 護 利 益 金 △     

計 △     

合       計 △    

経  常  収  益

（事 業 収 益）

短 期 負 担 金
介 護 負 担 金

短 期 掛 金

介 護 掛 金

短 期 任 意 継 続 掛 金 △       

介 護 任 意 継 続 掛 金 △       

雑 収 入 △     △     

計

（補助金等収入）

高 額 医 療 交 付 金

災 害 給 付 交 付 金
育児･介護休業手当金交付金 △     

調 整 負 担 金

補 助 金 △    △     

計 △    

（事業外収益）

短期利息及び短期配当金 △       

介 護 利 息

賠 償 金 △       

計 △       

前年度繰越支払準備金

前 年 度 繰 越 支 払 準 備 金 △     

当 期 損 失 金

当 期 短 期 損 失 金 △   

合       計

科 目
前年度対比較増△減
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　短　期　経　理

科　　　　　目

千 円 千 円
経　常　費　用

（事 業 費 用）

療 養 の 給 付

入 院 時 食 事 ･ 入 院 時

生 活 療 養 の 給 付

訪 問 看 護 療 養 の 給 付

家 族 療 養 の 給 付

家 族 入 院 時 食 事 ・ 家 族

入 院 時 生 活 療 養 の 給 付

高 額 療 養 の 給 付

本人 円

家族 円

療 養 費

移 送 費

家 族 療 養 費

家 族 移 送 費

高 額 療 養 費

本人 円

家族 円
高 額 介 護 合 算 療 養 費

薬 剤 支 給

本人 円

家族 円

出 産 費

家 族 出 産 費

埋 葬 料

家 族 埋 葬 料

傷 病 手 当 金

出 産 手 当 金

休 業 手 当 金
育 児 休 業 手 当 金

介 護 休 業 手 当 金

弔 慰 金

家 族 弔 慰 金

災 害 見 舞 金

家 族 療 養 費 附 加 金

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

令　和　3　年　度 令　和　4　年　度

保 健 給 付

1人当たり給付額 256円

1人当たり給付額 88,738円

1人当たり給付額 424円

1人当たり給付額 88,579円

1人当たり給付額 1,539円

家族訪問看護療養の給付

1件当たり給付額 420,000円

1人当たり給付額 1,152円

1件当たり給付額 108,297円

災 害 給 付

1人当たり給付額 380,000円

1人当たり給付額 270,000円

1人当たり給付額 500,000円
附 加 給 付

1件当たり給付額 420,000円

1件当たり給付額 50,000円

1件当たり給付額 50,000円
休 業 給 付

1件当たり給付額 166,597円

法定給付に対する

附加金の支給割合
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科　　　　　目

千 円 千 円

令　和　3　年　度 令　和　4　年　度

家 族 訪 問 看 護 療 養 費

附 加 金

埋 葬 料 附 加 金

家 族 埋 葬 料 附 加 金

納付額 円

事務費拠出金 円

支援額 円

事務費拠出金 円

支援額 円

事務費拠出金 円

療養給付費拠出金 円

事務費拠出金 円

納付額

災 害 給 付 払 込 金

災害給付払込金率  0.20‰
財 政 調 整 払 込 金

財政調整払込金率 1.10‰

特 別 調 整 拠 出 金

特別調整拠出金率 0.10‰
育 児 ・ 介 護 休 業 手 当 金

拠 出 金 公的負担金率 0.06‰

掛金･負担金率 4.70‰

繰入金単価

本年度給付総額の2か月分

(災害給付及び育児・介護休業

手当金を除く）

病 床 転 換 支 援 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

介 護 納 付 金

一 部 負 担 金 払 戻 金

1件当たり給付額 50,000円

1件当たり給付額 50,000円
前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

繰   入   金

業 務 経 理 へ 繰 入

2,130円
次年度繰越支払準備金

次 年 度 繰 越 支 払 準 備 金

法定給付に対する

附加金の支給割合
短期任 意継 続掛 金還 付金

介護任 意継 続掛 金還 付金

連 合 会 払 込 金

連 合 会 拠 出 金

計

 当 期 利 益 金

当 期 短 期 利 益 金

当 期 介 護 利 益 金

計
合     計
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科　　　　　目

千 円 千 円

令　和　3　年　度 令　和　4　年　度

家 族 訪 問 看 護 療 養 費

附 加 金

埋 葬 料 附 加 金

家 族 埋 葬 料 附 加 金

納付額 円

事務費拠出金 円

支援額 円

事務費拠出金 円

支援額 円

事務費拠出金 円

療養給付費拠出金 円

事務費拠出金 円

納付額

災 害 給 付 払 込 金

災害給付払込金率  0.20‰
財 政 調 整 払 込 金

財政調整払込金率 1.10‰

特 別 調 整 拠 出 金

特別調整拠出金率 0.10‰
育 児 ・ 介 護 休 業 手 当 金

拠 出 金 公的負担金率 0.06‰

掛金･負担金率 4.70‰

繰入金単価

本年度給付総額の2か月分

(災害給付及び育児・介護休業

手当金を除く）

病 床 転 換 支 援 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

介 護 納 付 金

一 部 負 担 金 払 戻 金

1件当たり給付額 50,000円

1件当たり給付額 50,000円
前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

繰   入   金

業 務 経 理 へ 繰 入

2,130円
次年度繰越支払準備金

次 年 度 繰 越 支 払 準 備 金

法定給付に対する

附加金の支給割合
短期任 意継 続掛 金還 付金

介護任 意継 続掛 金還 付金

連 合 会 払 込 金

連 合 会 拠 出 金

計

 当 期 利 益 金

当 期 短 期 利 益 金

当 期 介 護 利 益 金

計
合     計

科　　　　　目

千 円 千 円

令　和　3　年　度 令　和　4　年　度

短 期 負 担 金

短期負担金率

公 的 負 担 金

公的負担金率

介護負担金率

短期掛金率

介護掛金率

短期任意継続掛金率 93.38‰

介護任意継続掛金率　　17.48‰

退職者給付拠出金返還金等

交付率

育 児 休 業 手 当 金 交 付 金

介 護 休 業 手 当 金 交 付 金

負担金率

高 齢 者 医 療 円 滑 化 等 年間見込
事 業 費 補 助 金

介 護 保 険 事 業 費 補 助 金

預 金 利 息

預 金 利 息

経　常　収　益

（事 業 収 益）
短 期 負 担 金

46.69‰

0.06‰
介 護 負 担 金

介 護 任 意 継 続 掛 金

雑 収 入

計

（補助金等収入）

8.74‰
短 期 掛 金

46.69‰
介 護 掛 金

8.74‰
短 期 任 意 継 続 掛 金

0.10‰

補 助 金

計

（事業外収益）
短期利 息及 び短 期配 当金

介 護 利 息

高 額 医 療 交 付 金

災 害 給 付 交 付 金
育 児 ･ 介 護 休 業 手 当 金

交 付 金

調 整 負 担 金

 当 期 損 失 金

当 期 短 期 損 失 金

合　　　計

賠 償 金

計
前年度繰越支払準備金

前 年 度 繰 越 支 払 準 備 金
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予  定  貸  借  対  照  表

短  期  経  理

令和2年度

決  算  額 増  △  減 年  度  末 増  △  減 年  度  末

流  動  資  産          千円          千円          千円          千円 千円

普 通 預 金 △   △        

定 期 預 金

未 収 収 益 △         △        

未 収 金

支 払 基 金 委 託 金

合       計 △    

流  動  負  債

未 払 金 △    △    

預 り 金 △     

前 受 収 益 △       

計 △    △    

固  定  負  債

支 払 準 備 金

剰   余   金

利 益 剰 余 金 △   

欠 損 金 △     △    

合       計 △    

科         目
令　和　3  年  度 令　和　4  年  度
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予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

　短　期　経　理

科　　　目

流  動  資  産             千 円             千 円

普 通 預 金

定 期 預 金

自由金利型定期預金等 自由金利型定期預金等

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

　貸付経理へ貸付金

円 円

円 円

円 円

円 円

未 収 金

支 払 基 金 委 託 金

合　　　計

流  動  負  債

短 期 借 入 金

　貯金経理より借入金

円 円

円 円

円 円

円 円

未 払 金

預 り 金

前 受 収 益

短期・介護任意継続掛金前納金 短期・介護任意継続掛金前納金

計

固  定  負  債

支 払 準 備 金

本年度給付総額の２か月分 本年度給付総額の２か月分

剰   余   金

利 益 剰 余 金

　欠 損 金 補 て ん

　積　　 立 　　金 円

円 円

円 円

円 円

　短 期 積 立 金

円 円

円 円

円 円

円 円

　介 護 積 立 金

円 円

円 円

円 円

円 円

欠　損　金

欠 損 金

　介護繰越欠損金

円 円

円 円

円 円

円 円

合 　　 計

令　　和　　3　　年　　度 令　　和　　4　年　　度

前 年 度 末 残 高 前 年 度 末 残 高

本 年 度 増 加 額 本 年 度 増 加 額

本 年 度 減 少 額 本 年 度 減 少 額

本 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

前 年 度 末 残 高 前 年 度 末 残 高

本 年 度 増 加 額 本 年 度 増 加 額

本 年 度 減 少 額 本 年 度 減 少 額

本 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

前期高齢者納付金等 前期高齢者納付金等

(災害給付､育児･介護休業手当金を除く) (災害給付､育児･介護休業手当金を除く)

前 年 度 末 残 高 前 年 度 末 残 高

本 年 度 積 立 額 本 年 度 積 立 額

本年度とりくずし額 本年度とりくずし額

本 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

前 年 度 末 残 高 前 年 度 末 残 高

当 期 短 期 積 立 金 当 期 短 期 積 立 金

本年度とりくずし額 本年度とりくずし額

本 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

前 年 度 末 残 高 前 年 度 末 残 高

当 期 介 護 積 立 金 当 期 介 護 積 立 金

本年度とりくずし額 本年度とりくずし額

本 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

本 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

前 年 度 末 残 高 前 年 度 末 残 高

当 期 介 護 損 失 金 当 期 介 護 損 失 金

当 期 介 護 利 益 金
か ら 充 当

当 期 介 護 利 益 金
か ら 充 当
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(2)厚生年金保険経理
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予  定  損  益  計  算  書
厚生年金保険経理

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経　常　費　用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円　　　　 千円 　　　　 千円

（ 事 業 費 用 ）

負 担 金 払 込 金 △     

組合員保険料払込金 △     

合 計 △     

経　常　収　益

（ 事 業 収 益 ）

負 担 金 △     

組 合 員 保 険 料 △     

合 計 △     

科 目
前 年 度 対 比 較 増 △ 減
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予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

厚生年金保険経理

            千 円             千 円

地 方 公 共 団 体

組 合 負 担 金

払 込 金

公 的 負 担 金

払 込 金

追加費用払込金

標 準 報 酬 月 額

保 険 料 払 込 金

標準期末手当等

保 険 料 払 込 金

地 方 公 共 団 体

負 担 金  負担金率

組 合 負 担 金

 負担金率

公 的 負 担 金

 基礎年金拠出金に係る

 公的負担金率  41.6‰

追 加 費 用

 追加費用率（標準）12.1‰ 

標 準 報 酬

月 額 保 険 料  標準報酬月額保険料率

標 準 期 末 手 当

等 保 険 料  標準期末手当等保険料率

負 担 金 払 込 金

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

 経 常 費 用 

（事 業 費 用）

   91.50‰

組 合 員 保 険 料

払 込 金

合 計

経　常　収　益

（事業収益）

負 担 金

   91.50‰

合 計

組 合 員 保 険 料

   91.50‰

   91.50‰
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予  定  貸  借  対  照  表

厚生年金保険経理

令和2年度

決 算 額 増 △ 減 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円         千円

普 通 預 金

合 計

流  動  負  債

未 払 金

預 り 金 △         

合 計

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

厚生年金保険経理

科 目

流  動  資  産

普 通 預 金

合 計

流  動  負  債

未 払 金

預 り 金

合 計

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度

年 度 末

         千円

令 和 年 度 令 和 年 度

千円 千円



－ 32 －



(3)退職等年金経理





－ 33 － 退職等年金

予  定  損  益  計  算  書
退職等年金経理

令和2年度 令和3年度 令和4年度
決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経　常　費　用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円　　　　 千円 　　　　 千円

（ 事 業 費 用 ）

負 担 金 払 込 金 △       

掛 金 払 込 金 △       

合 計 △      

経　常　収　益

（ 事 業 収 益 ）

負 担 金 △       

掛 金 △       

合 計 △      

科 目
前 年 度 対 比 較 増 △ 減

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

退職等年金経理

            千 円             千 円

地 方 公 共 団 体

負 担 金 払 込 金

組 合 負 担 金

払 込 金

標 準 報 酬 月 額

掛 金 払 込 金

標準期末手当等

掛 金 払 込 金

負 担 金  負担金率7.5‰

組 合 負 担 金

 負担金率7.5‰

標 準 報 酬

月 額 掛 金  標準報酬月額掛金率7.5‰

標 準 期 末 手 当

等 掛 金  標準期末手当等掛金率7.5‰

負 担 金 払 込 金

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

 経 常 費 用 

（事 業 費 用）

掛 金 払 込 金

合 計

経　常　収　益

（事業収益）

負 担 金

掛 金

合 計



－ 34 －退職等年金

予  定  貸  借  対  照  表

退職等年金経理

令和2年度

決 算 額 増 △ 減 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円         千円

普 通 預 金

合 計

流  動  負  債

未 払 金

合 計

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

退職等年金経理

科 目

流  動  資  産

普 通 預 金

合 計

流  動  負  債

未 払 金

合 計

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度

年 度 末

         千円

令 和 年 度 令 和 年 度

千円 千円



(4)経過的長期経理





－ 35 － 経過的長期

予  定  損  益  計  算  書
経過的長期経理

令和2年度 令和3年度 令和4年度
決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経　常　費　用 千円 千円 千円 千円 千円

（ 事 業 費 用 ）

負 担 金 払 込 金

合 計

経　常　収　益

（ 事 業 収 益 ）

負 担 金

合 計

科 目
前 年 度 対 比 較 増 △ 減

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

経過的長期経理

千 円 千 円

地 方 公 共 団 体

負 担 金 払 込 金

組 合 負 担 金

払 込 金

追加費用払込金

払 込 金

地 方 公 共 団 体

負 担 金  負担金率0.1105‰

組 合 負 担 金

 負担金率0.1105‰

追 加 費 用

 追加費用率(標準)1.1‰

払 込 金

 前年度恩給組合条例給付

 該当市町村からあん分負担

負 担 金 払 込 金

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

 経 常 費 用 

（事 業 費 用）

合 計

経　常　収　益

（事業収益）

負 担 金

合 計



－ 36 －経過的長期

予  定  貸  借  対  照  表

経過的長期経理

令和2年度

決 算 額 増 △ 減 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円         千円

普 通 預 金 △           

合 計 △           

流  動  負  債

未 払 金 △           

合 計 △           

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

経過的長期経理

科 目

流  動  資  産

普 通 預 金

合 計

流  動  負  債

未 払 金

合 計

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度

年 度 末

         千円

令 和 年 度 令 和 年 度

千円 千円



(5)退職等年金預託金管理経理





－ 37 － 退職等年金預託金管理

予　　　算　　　総　　　則

事 項

貸付経理に対する長期貸付金 貸付経理に対する長期貸付金

（1) 前年度末残高 千円 （1) 前年度末残高 千円

本年度増加額 千円 本年度増加額 千円

本年度減少額 千円 本年度減少額 千円

本年度末残高 千円 本年度末残高 千円

最 高 限 度 額 千円 最 高 限 度 額 千円

（2) 貸 付 条 件 （2) 貸 付 条 件

利 率 年利1.0％ 利 率 年利1.0％

　貸付利率については地方公務員 　貸付利率については地方公務員

退職等年金預託金管理経理

令 和 年 度 令 和 年 度

  経理単位相互
間における資金
の融通の最高限
度額及び条件

等共済組合法第38条の2第2項第7 等共済組合法第38条の2第2項第7

号の規定により地方公務員共済組 号の規定により地方公務員共済組

合連合会が定める基準利率の区分 合連合会が定める基準利率の区分

に応じて総務大臣が定める率とす に応じて総務大臣が定める率とす

る。 る。



－ 38 －退職等年金預託金管理

予  定  損  益  計  算  書
退職等年金預託金管理経理

令和2年度 令和3年度 令和4年度
決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経　常　費　用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円

（ 事 業 費 用 ）

支 払 利 息 △          △            

合 計 △          △            

経　常　収　益

（ 運 用 収 入 ）

利 息 及 び 配 当 金 △          △            

合 計 △          △            

科 目
前 年 度 対 比 較 増 △ 減

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

            千 円             千 円

 預金利息

退職等年金預託金管理経理

合 計

 経 常 収 益 

（事 業 費 用）

合 計

支 払 利 息

令 和 年 度 令 和 年 度科 目

 経 常 費 用 

（運用収入）

利息及び配当金



－ 39 － 退職等年金預託金管理

予  定  貸  借  対  照  表
退職等年金預託金管理経理

増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円          千円          千円

普 通 預 金 △     

未 収 収 益 △          

計 △     

固  定  資  産

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

計

合 計 △     

固　定　負　債

連 合 会 預 託 金 △     

合 計 △     

科 目
令和2年度
決算額

令 和 年 度 令 和 年 度

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

退職等年金預託金管理経理

             千 円              千 円

貸付経理へ貸付金

 前年度末残高 円  前年度末残高 円

 本年度増加額 円  本年度増加額 円

 本年度減少額 円  本年度減少額 円

 本年度末残高 円  本年度末残高 円

普 通 預 金

流  動  資  産

令 和 年 度令 和 年 度

合 計

固　定　負　債

連 合 会 預 託 金

固　定　資　産

(投資その他の資産)

科 目

長 期 貸 付 金

合 計



－ 40 －



(6)経過的長期預託金管理経理





－ 41 － 経過的長期預託金管理

予  定  損  益  計  算  書

令和2年度 令和3年度 令和4年度
決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経　常　費　用 　　　　 千円　　　　 千円　　　　 千円　　　　 千円　　　　 千円

（ 事 業 費 用 ）

支 払 利 息 △   △   

合 計 △   △   

経　常　収　益

（ 運 用 収 入 ）

利 息 及 び 配 当 金 △   △   

合 計 △   △   

経過的長期預託金管理経理

科 目
前 年 度 比 較 増 △ 減

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

            千 円             千 円

  預金利息

  有価証券利息

合 計

支 払 利 息

令 和 年 度 令 和 年 度科 目

 経 常 費 用 

（運用収入）

利息及び配当金

経過的長期預託金管理経理

合 計

 経 常 収 益 

（事 業 費 用）



－ 42 －経過的長期預託金管理

予  定  貸  借  対  照  表
経過的長期預託金管理経理

令和2年度
決 算 額 増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産 千円 千円 千円 千円 千円

普 通 預 金 △

未 収 収 益 △ △

計 △

固  定  資  産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

計

合 計

固　定　負　債

連 合 会 預 託 金

合 計

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

経過的長期預託金管理経理

千 円 千 円

地 方 債
（縁故債）  前年度末残高 円  前年度末残高 円

 本年度償還額 円  本年度償還額 円

 本年度投資額 円  本年度投資額 円

 本年度末残高 円  本年度末残高 円

 前年度末残高 円  前年度末残高 円

 本年度増加額 円  本年度増加額 円

 本年度減少額 円  本年度減少額 円

 本年度末残高 円  本年度末残高 円

計

合 計

令 和 年 度令 和 年 度科 目

計

未 収 収 益

普 通 預 金
流  動  資  産

固　定  資  産

合 計

(投資その他の資産)

投 資 有 価 証 券

固　定　負　債

連 合 会 預 託 金



(7) 業 務 経 理





－ 43 － 業務

予　　　算　　　総　　　則
業　務　経　理

事　　　項

有価証券 有価証券

前 年 度 末 残 高 0千円 前 年 度 末 残 高 0千円

本 年 度 増 加 額 0千円 本 年 度 増 加 額 200,000千円

本 年 度 減 少 額 0千円 本 年 度 減 少 額 200,000千円

本 年 度 末 残 高 0千円 本 年 度 末 残 高 0千円

最 高 限 度 額 200,000千円 最 高 限 度 額 200,000千円

役員報酬 150千円 役員報酬 150千円

職員給与 142,189千円 職員給与 148,161千円

旅費 4,217千円 旅費 5,285千円

事務費 19,010千円 事務費 19,326千円

組合員１人当たり年額 11,260円 組合員１人当たり年額 11,250円

短期経理より繰入金 短期経理より繰入金

組合員１人当たり年額 2,115円 組合員１人当たり年額 2,130円

令 和 年 度 令 和 年 度
法第２５条の規定

により余裕金の運用
として行う有価証券
（主務大臣の指定す
るものを除く。）の
最高限度額

人件費及び事務費
の最高限度額

法第１１３条第５
項に規定する組合の
事務に要する費用の
組合員１人当たりの
額

施行規程第７条第
１項の規定により短
期経理から業務経理
へ繰り入れる資金の
最高限度額



－ 44 －業務

予  定  損  益  計  算  書

業　務　経　理

令和2年度 令和3年度 令和4年度 前年度対比較増△減

決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経  常  費  用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円　　　　 千円　　　　 千円

（事 業 費 用）

役 員 報 酬

職 員 給 与 △   

厚 生 費

旅 費

事 務 費

賃 金

委 託 費

委 託 管 理 費

光 熱 水 料

燃 料 費 △       

修 繕 費

賃 借 料 △     

保 険 料 △      

調 査 研 究 費

普 及 費 △     

諸 謝 金

食 糧 費
負 担 金

消 費 税 △      

交 際 費

選 挙 費 △      

連 合 会 分 担 金
事務費負担金払込金

雑 費 △      

減 価 償 却 費 △     △      

計
特  別  損  失

前 期 損 益 修 正 損 △      
固 定 資 産 除 却 損 △       

計 △      

当 期 利 益 金

当 期 利 益 金 △  
合 計

経  常  収  益

（事 業 収 益）

負 担 金

雑 収 入 △     
小 計

（補助金等収入）
連 合 会 交 付 金

（事業外収益）

利 息 及 び 配 当 金 △      △       

計

繰　  入　  金

短 期 経 理 よ り 繰 入

特　別　利　益

前 期 損 益 修 正 益 △      

当 期 損 失 金

当 期 損 失 金

合 計

科 目



－ 45 － 業務

予  定  損  益  計  算  書

業　務　経　理

令和2年度 令和3年度 令和4年度 前年度対比較増△減

決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経  常  費  用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円　　　　 千円　　　　 千円

（事 業 費 用）

役 員 報 酬

職 員 給 与 △   

厚 生 費

旅 費

事 務 費

賃 金

委 託 費

委 託 管 理 費

光 熱 水 料

燃 料 費 △       

修 繕 費

賃 借 料 △     

保 険 料 △      

調 査 研 究 費

普 及 費 △     

諸 謝 金

食 糧 費
負 担 金

消 費 税 △      

交 際 費

選 挙 費 △      

連 合 会 分 担 金
事務費負担金払込金

雑 費 △      

減 価 償 却 費 △     △      

計
特  別  損  失

前 期 損 益 修 正 損 △      
固 定 資 産 除 却 損 △       

計 △      

当 期 利 益 金

当 期 利 益 金 △  
合 計

経  常  収  益

（事 業 収 益）

負 担 金

雑 収 入 △     
小 計

（補助金等収入）
連 合 会 交 付 金

（事業外収益）

利 息 及 び 配 当 金 △      △       

計

繰　  入　  金

短 期 経 理 よ り 繰 入

特　別　利　益

前 期 損 益 修 正 益 △      

当 期 損 失 金

当 期 損 失 金

合 計

科 目

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書
　業　務　経　理

千円 千円

（事業費用）

学識経験監事報酬

基 本 給
事務職員22人分

諸 手 当
１ 扶養手当 円
２ 地域手当 円
３ 住居手当 円
４ 通勤手当 円
５ 時間外勤務手当 円
６ 管理職手当 円
７ 管理職員特別勤務手当 円
８ 期末勤勉手当 円

退職給与金

職員健康診断費

１ 全経理関連費用負担分 円
２ 短期･長期給付専門研修等 円

１ 全経理関連費用負担分 円
文房具・用紙等事務用消耗品

２ 資格調定カラーペーパー等 円
図書印刷費

１ 全経理関連費用負担分 円
予算書・決算書等印刷
共済六法等参考図書購入

２ 諸用紙印刷代 円
 (1)資格調定 円
 (2)健康医療 円
 (3)年金 円
３ 共済事務の手引き等 円

通信運搬費
１ 全経理関連費用負担分 円

後納郵便、宅配便、電話等
２ 年金送金通知書郵送料等 円

会 議 費
１ 全経理関連費用負担分 円
    組合会、理事会、事務担当者説明会等
２ 医療費対策委員会等 円

嘱託職員分

１ 全経理関連費用負担分 円
    基幹システムウィルス対策費用
    弁護士、税理士、派遣労働者費用
２ 資格調定 円
　　中間サーバに関する運営費用
３ 健康医療 円
　　支払基金への事務費等
４ 年金 円
　　 全共連広報誌封入作業費等

職 員 給 与

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

経 常 費 用

役 員 報 酬

厚 生 費

旅 費

事 務 費
事 務 用 消
耗 品 費

賃 金

委 託 費
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千円 千円
科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

１ 全経理関連費用負担分 円
    事務機器等保守管理、
    共益費、機密書類処理、
２ 資格調定 円
　　カードプリンタ保守管理等
３ 健康医療 円
　　レセプト管理システム等保守管理等

  器具及び備品維持修理

１ 全経理関連費用負担分 円
    事務室・事務機器借上料等
２ 資格調定 円
　　個人番号管理システム借上料等
３ 健康医療 円
 　 レセプト管理システム機器借上料

災害共済保険料等

１ 全経理関連費用負担分 円
    広報紙等発行
　　ホームページメンテナンス等
２ 年金受給者への普及活動等 円
３ 医療・年金関係普及 円

研修会講師謝礼等

１ 共済組合負担金 円
 (1)短期給付負担金及び
　財政調整負担金 円

 (2)介護保険負担金 円
 (3)長期関係負担金及び
　追加費用 円

 (4)福祉負担金 円
２ 労働保険料事業主負担 円
 (1)雇用保険料 円
 (2)労災保険料 円
 (3)一般拠出金 円
３ 子ども・子育て拠出金 円
４ 互助会負担金 円
５ 嘱託職員退職金 円
６ 各種会議等負担金 円

市町村連合
会 分 担 金 円（短期分）

人（共済職員を含む）

円（厚年分）
円（経過的長期分）
人（共済職員を除く）

賃 借 料

委 託 管 理 費

光 熱 水 料
燃 料 費
修 繕 費

事務費単価
４月の組合員数

保 険 料

調 査 研 究 費
普 及 費

諸 謝 金

食 糧 費
負 担 金

消 費 税
交 際 費
選 挙 費
連合会分担金

事務費負担金
払 込 金 事務費単価

平均組合員数
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千円 千円
科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

全経理関連費用負担分等

地方公共団体負担金
円
人（共済職員を除く）

ホームページバナー掲載料等

１ 厚年・経過的連合会交付金 円
２ 退職等連合会交付金 円

預 金 利 息

円
人（共済職員を除く）

 計

雑 費

減 価 償 却 費

事務費単価

特 別 損 失
前期損益修正損
固定資産除却損

 計
当 期 利 益 金
当 期 利 益 金

合 計
経 常 収 益
（事業収益）

負 担 金

繰入金単価

平均組合員数
雑 収 入

小 計
補助金等収入

連合会交付金

特 別 利 益

(事業外収益)
利息及び配当金

 計
繰　 入　 金

短期経理より
繰 入

４月の組合員数

前期損益修正益
当期損失金

当 期 損 失 金
合 計
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業　務　経　理

令和2年度

決 算 額 増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流   動   資   産 千円 千円 千円 千円 千円

普 通 預 金 △    

定 期 預 金

立 替 金 △        

前 払 費 用 △        △        

未 収 収 益 △        

未 収 金 △       

計

固   定   資   産

（有形固定資産）

借入不動産附帯施設 △       △       

器 具 及 び 備 品 △     △     

（無形固定資産）

電 話 加 入 権

計 △     △     

合　　　計

流   動   負   債

未 払 消 費 税 △        

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金 △        

計

固   定   負   債

（引  当  金）

退 職 給 与 引 当 金

剰    余    金

（利 益 剰 余 金）

積 立 金 △     

合　　　 計

予  定  貸  借  対  照  表  

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度
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予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

業　務　経　理

科 目
千円 千円

流 動 資 産

普 通 預 金

定 期 預 金

立 替 金

前 払 費 用

 災害共済保険料未経過分等  災害共済保険料未経過分等

未 収 収 益
未 収 金

計

固 定 資 産

（有形固定資産）

借入不動産附帯施設

前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

本 年 度 増 加 額 円 本 年 度 増 加 額 円

本 年 度 減 少 額 円 本 年 度 減 少 額 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円

器 具 及 び 備 品

前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

本 年 度 増 加 額 円 本 年 度 増 加 額 円

本 年 度 減 少 額 円 本 年 度 減 少 額 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円

（無形固定資産）

電 話 加 入 権 前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

本 年 度 増 加 額 円 本 年 度 増 加 額 円

本 年 度 減 少 額 円 本 年 度 減 少 額 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円

計
合　　　計

流 動 負 債

未 払 消 費 税

未 払 金

3月分事務費等 3月分事務費等

未 払 費 用

3月分時間外手当等 3月分時間外手当等

預 り 金

派遣職員に係る児童手当拠出金 派遣職員に係る児童手当拠出金

計

固 定 負 債

（引  当  金）

退職給与引当金

前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

本 年 度 積 立 額 円 本 年 度 積 立 額 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円

剰  余  金

（利益剰余金）

積 立 金

前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

当 期 利 益 金 積 立 円 当 期 利 益 金 積 立 円

当 期 損 失 金 充 当 円 当 期 損 失 金 充 当 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円
合　　　 計

令 和 年 度 令 和 年 度
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(8) 保 健 経 理
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予　　　算　　　総　　　則

保　健　経　理

事 項

有価証券 有価証券

前年度末残高 0千円 前年度末残高 0千円

本年度増加額 0千円 本年度増加額 500,000千円

本年度減少額 0千円 本年度減少額 500,000千円

本年度末残高 0千円 本年度末残高 0千円

最 高 限 度 額 500,000千円 最 高 限 度 額 500,000千円

職 員 給 与 21,261千円 職 員 給 与 21,106千円

旅 費 838千円 旅 費 919千円

事 務 費 1,038千円 事 務 費 1,749千円

令 和 年 度 令 和 年 度

法第２５条の規定によ
り余裕金の運用として行
う有価証券（主務大臣の
指定するものを除く。）
の最高限度額

人件費及び事務費の最
高限度額
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予  定  損  益  計  算  書

　保　健　経　理

令和2年度 令和3年度 令和4年度 前年度対比較増△減

決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経 常 費 用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円

（事 業 費 用）

職 員 給 与 △        

厚 生 費

特定健康診査等費 △      

旅 費 △          

事 務 費

賃 金

委 託 費

委 託 管 理 費 △          

光 熱 水 料

賃 借 料 △         △         

普 及 費

食 糧 費

負 担 金

連 合 会 分 担 金 △      

雑 費 △         

計

繰　入　金

宿 泊 経 理 へ 繰 入 △      

特 別 損 失
前 期 損 益 修 正 損 △        

合 計

経 常 収 益

（事 業 収 益）

負 担 金

掛 金
雑 収 入

計

（ 事 業 外 収 益 ）

利 息 及 び 配 当 金 △        △          

当 期 損 失 金

当 期 損 失 金

合 計

科 目
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予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

保　健　経　理

千 円 千 円

基 本 給

事務職員3人分

諸 手 当

扶養手当 円

地域手当 円

住居手当 円

通勤手当 円

管理職手当 円

時間外勤務手当 円

期末勤勉手当 円

退 職 給 与 金

旅 費

保健体育・講座関係等

事 務 費
歯科健診パンフレット等

健 康 診 断 費

人間ドック 円

脳ドック 円

胃がん検診 円

婦人がん検診 円

前立腺がん検診 円

電話健康相談 円

メンタルヘルスサポート 円

歯科健診 円

重症化予防受診勧奨 円

共同巡回健診 円

重複頻回受診重複服薬対策 円

保 健 指 導 費

若年者特定保健指導

助 成 金

保養所利用助成 円

家族助成 円

介護支援助成金

雑 費

職 員

厚 生 費 職員健康診断費

保 健 体 育

推 進 費 健康ウォーキング 円

退職準備セミナー 円

人事・健康管理者等説明会 円

コラボヘルス事業 円

ウォーキング助成 円

若年者健康セミナー 円

その他 円

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

経　常　費　用

（事 業 費 用）
職 員 給 与

厚 生 費
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千 円 千 円

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

特 定 健 康
診 査 費 被扶養者健診費用 円

支払基金事務手数料 円

事務費等 円
特 定 保 健
指 導 費 動機付け支援 円

積極的支援 円

支払基金事務手数料 円

事務費等 円

福祉事業事務研修会等 円

全経理関連費用負担分 円

事務用消耗品費

図 書 印 刷 費
宿泊利用助成券等 円

全経理関連費用負担分 円

通 信 運 搬 費

胃がん健診外送金手数料等 円

全経理関係費用負担分 円

会 議 費

嘱託職員分

医科レセプト内容点検委託料 円

柔道レセプト内容点検委託料 円

データヘルス計画策定等に係る委託料 円

ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品差額通知等に係る費用 円

海外療養算定費用 円

派遣労働者費用 円

医療費通知裁断作業 円

全経理関連費用負担分 円

特定健診システム保守料 円
レセプト管理システム保守料 円
ｼﾞｪﾈﾘｯｸｼｽﾃﾑ基本ﾗｲｾﾝｽ使用料 円
全経理関連費用負担分 円

事務室光熱給水費負担分

全経理関連費用負担分

保養所利用促進対策事業費 円

医療費増高対策費用 円

全経理関連費用負担分 円

賃 金

特 定 健 康
診 査 等 費

旅 費

事 務 費

委 託 費

委 託 管 理 費

光 熱 水 料

賃 借 料

普 及 費

食 糧 費
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千 円 千 円

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

共済組合負担金 円

(1) 短期給付及び

　　財政調整負担金 円

(2) 介護保険負担金 円

(3) 長期給付負担金及び

　　追加費用 円

(4) 福祉事業負担金 円

労働保険料事業主負担 円

(1) 雇用保険料 円

(2) 労災保険料 円

(3) 一般拠出金 円

子ども・子育て拠出金 円

互助会負担金 円

嘱託職員退職金 円

契約に係る印紙代 円

全経理関連費用負担分 円

市町村連合会

分担金(保健) 保健事業等分担金

分担金率0.024‰

市町村連合会

分担金(施設) 施設運営分担金

組合員１人当たり17円

サンペルラ志摩

負 担 金

福祉事業負担金率　1.5‰

特 定 健 康 診

査 等 負 担 金 特定健康診査等に係る負担金

組合員数（4月1日）21,424人

組合員１人当たり170円

福祉事業掛金率　1.5‰

消費税戻入分

預 金 利 息

連 合 会 分 担 金

負 担 金

雑 費

計

繰 　入　 金
宿泊経理へ繰入

特 別 損 失

前期損益修正損

合 計

経　常　収　益
（事 業 収 益）

負 担 金

掛 金

雑 収 入

計

合 計

事 業 外 収 益

利息及び配当金

当 期 損 失 金
当 期 損 失 金
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予  定  貸  借  対  照  表

保　健　経　理

令和2年度

決 算 額 増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円          千円          千円

普 通 預 金 △     

定 期 預 金 △      △     

未 収 収 益 △          

未 収 金

合 計 △     △     

流  動  負  債

未 払 金

未 払 費 用 △         

計 △         

固  定  負  債

（引  当  金）

退 職 給 与 引 当 金 △        

剰　　余　　金

利 益 剰 余 金 △     △     

合 計 △     △     

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度
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予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

保　健　経　理

            千 円             千 円

自由金利型定期預金等 自由金利型定期預金等

令和4年3月分事業費等 令和5年3月分事業費等

令和4年3月分時間外勤務手当 令和5年3月分時間外勤務手当

前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

本 年 度 引 当 額 円 本 年 度 引 当 額 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円

改 良 積 立 金

前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

本 年 度 積 立 額 円 本 年 度 積 立 額 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円

(保養施設整備積立金）

積 立 金

前 年 度 末 残 高 円 前 年 度 末 残 高 円

当 期 利 益 金 積 立 円 当 期 利 益 金 積 立 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本 年 度 末 残 高 円 本 年 度 末 残 高 円

科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

流   動   資   産

普 通 預 金

定 期 預 金

未 収 収 益

未 収 金

（引   当   金）

合 計

流   動   負   債
未 払 金

未 払 費 用

計

固   定   負   債

退 職 給 与 引 当 金

剰　　　余　　　金
利 益 剰 余 金

合 計



－ 58 －



（サンペルラ志摩）

(9) 宿 泊 経 理





－ 59 － 宿泊（サ）

予      算      総      則

宿泊経理（サンペルラ志摩）

事 項

不動産取得費 10,000千円 不動産取得費 10,000千円

有価証券 有価証券

前年度末残高 0千円 前年度末残高 0千円

本年度増加額 0千円 本年度増加額 100,000千円

本年度減少額 0千円 本年度減少額 100,000千円

本年度末残高 0千円 本年度末残高 0千円

最 高 限 度 額 100,000千円 最 高 限 度 額 100,000千円

職 員 給 与 0千円 職 員 給 与 0千円

旅 費 590千円 旅 費 576千円

事 務 費 174千円 事 務 費 174千円

令 和 年 度 令 和 年 度

不動産の取得の最高
限度額

法第２５条の規定に
より余裕金の運用とし
て行う有価証券（主務
大臣の指定するものを
除く。）の最高限度額

人件費及び事務費の
最高限度額



－ 60 －宿泊（サ）

予  定  損  益  計  算  書

宿泊経理（サンペルラ志摩）

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決 算 額 推 計 推 計 令和3年度 令和4年度

経  常  費  用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円

（事 業 費 用）

旅 費 △         

事 務 費

事 業 用 消 耗 品 費 △      

委 託 費 △        

委 託 管 理 費 △        

修 繕 費 △     

保 険 料

食 糧 費

負 担 金 △        

消 費 税

雑 費

減 価 償 却 費 △        △      

計 △     

（引当金繰入）

貸 倒 引 当 金 繰 入 △         
計 △         

 特  別  損  失
前 期 損 益 修 正 損 △         
固 定 資 産 除 却 損 △          

計 △         △          
合 計 △     

経  常  収  益

（事 業 収 益）

施 設 収 入

雑 収 入 △      △          

計 △      

（引当金戻入）

貸 倒 引 当 金 戻 入 △         

（事業外収益）

利 息 及 び 配 当 金 △         △         

計 △         △         

繰　  入  　金

保健経理より繰入 △      

特　別  利　益

前 期 損 益 修 正 益 △          

当 期 損 失 金

当 期 損 失 金 △      △        
合 計 △     

科 目
前年度対比較増△減



－ 61 － 宿泊（サ）

宿泊経理（サンペルラ志摩）

科 目

千 円 千 円

経　常　費　用

（事 業 費 用）

旅 費

定例会議等 円

連合会研修会等 円

施設運営委員会等 円

事 務 費

  会    議    費

施設運営委員会等

事業用消耗品費

委 託 費

住所変更登記費用 円

修 繕 費

計画修繕費 円

維持管理費 円

保 険 料

建物災害共済保険料

食 糧 費

負 担 金

固定資産税 円

法人税 円

的矢区費 円

その他 円
消 費 税
雑 費
減 価 償 却 費

計

（引当金繰入）

貸倒引当金繰入

特  別  損  失

前期損益修正損

固定資産除却損
合 計

経　常  収  益
（事 業 収 益）
施 設 収 入

運 営 委 託 収 入

定額施設使用料 円

変動施設使用料 円

　 消    費    税

雑 収 入

計

引 当 金 戻 入

貸倒引当金戻入

（事業外収益）

利息及び配当金

  預  金  利  息

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

令 和 年 度 令 和 年 度



－ 62 －宿泊（サ）

科 目

千 円 千 円

令 和 年 度 令 和 年 度

繰　 入   金
保健経理より繰入

特　別　利　益
前期損益修正益

当 期 損 失 金

当 期 損 失 金
合 計



－ 63 － 宿泊（サ）

予  定  貸  借  対  照  表

宿泊経理（サンペルラ志摩）

平成2年度

決 算 額 増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流   動   資   産          千円         千円          千円         千円          千円

普 通 預 金 △    

定 期 預 金

前 払 費 用

未 収 収 益 △        △         

未 収 金 △     △       

貸 倒 引 当 金 △        

計

固   定   資   産

（有形固定資産）

建 物 △    △    

構 築 物 △     △     

機 械 及 び 装 置 △       △       

器 具 及 び 備 品 △       

土 地

（無形固定資産）

電 話 加 入 権

投資その他の資産

敷 金 及 び 保 証 金

計 △    △    
合 計 △    △    

流   動   負   債

未 払 消 費 税 △       

未 払 金 △        

計 △       

剰     余     金

資 本 剰 余 金

別 途 積 立 金

欠 損 金

繰 越 欠 損 金

計 △    △    
合 計 △    △    

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度



－ 64 －宿泊（サ）

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

　宿泊経理（サンペルラ志摩）

科 目
千 円             千 円

流  動  資  産
普 通 預 金
定 期 預 金

前 払 費 用

未 収 収 益
未 収 金

貸 倒 引 当 金
計

固  定  資  産
（有形固定資産）

建 物
前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

構 築 物
前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

機 械 及 び 装 置
前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

器 具 及 び 備 品
前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

土 地
前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

（無形固定資産）
電 話 加 入 権

前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

令 和 年 度 令 和 年 度

自由金利型定期預金等  自由金利型定期預金等

災害共済保険料未経過分等 災害共済保険料未経過分

令和4年3月分施設使用料等 令和5年3月分施設使用料等



－ 65 － 宿泊（サ）

科 目
千 円             千 円

令 和 年 度 令 和 年 度

(投資その他の資産)
敷 金 及 び 保 証 金

計
合 計

流  動  負  債
未 払 消 費 税
未 払 金

計
剰    余    金

資 本 剰 余 金
別 途 積 立 金

前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度引当額 円 本年度引当額 円
本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

欠　　損    金
欠 損 金

繰 越 欠 損 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

計
合 計



－ 66 －



(10) 貯金経理





－ 67 － 貯金

貯　金　経　理

事 項

有価証券 有価証券

前年度末残高 32,407,900千円 前年度末残高 34,404,100千円

本年度増加額 4,494,780千円 本年度増加額 4,400,000千円

本年度減少額 2,498,580千円 本年度減少額 2,246,170千円

本年度末残高 34,404,100千円 本年度末残高 36,557,930千円

最 高 限 度 額 40,000,000千円 最 高 限 度 額 40,000,000千円

1　短期経理に対する短期貸付金 1　短期経理に対する短期貸付金

前年度末残高 0千円 前年度末残高 0千円

本年度増加額 0千円 本年度増加額 974,000千円

本年度減少額 0千円 本年度減少額 974,000千円

本年度末残高 0千円 本年度末残高 0千円

最 高 限 度 額 928,000千円 最 高 限 度 額 974,000千円

貸付条件 貸付条件

利　　率 年利1.09％ 利　　率 年利0.96％

2　物資経理に対する長期貸付金 2　物資経理に対する長期貸付金

前年度末残高 149,000千円 前年度末残高 148,000千円

本年度増加額 389,000千円 本年度増加額 379,000千円

本年度減少額 390,000千円 本年度減少額 385,000千円

本年度末残高 148,000千円 本年度末残高 142,000千円

最 高 限 度 額 400,000千円 最 高 限 度 額 400,000千円

貸付条件 貸付条件

利　　率 年利1.09％ 利　　率 年利0.96％

職 員 給 与 4,596千円 職 員 給 与 4,689千円

旅 費 119千円 旅 費 154千円

事 務 費 2,056千円 事 務 費 2,333千円

普通貯金　 年1.02％ 普通貯金 年0.90％組合員貯金に対
する支払利率

予　　　算　　　総　　　則

令 和 年 度 令 和 年 度

法第２５条の規
定により余裕金の
運用として行う有
価証券（主務大臣
の指定するものを
除く。）の最高限
度額

　経理単位相互間
における資金の融
通の最高限度額及
び条件

人件費及び事務
費の最高限度額



－ 68 －貯金

予  定  損  益  計  算  書

貯　金　経　理

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決  算  額 推      計 推      計 令和2年度 令和3年度

経  常  費  用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円　　　　 千円　　　　 千円

(事 業 費 用)

職 員 給 与

厚 生 費

旅 費 △        

事 務 費 △       

委 託 費

委 託 管 理 費 △         

光 熱 水 料

賃 借 料 △        

普 及 費

食 糧 費

負 担 金

支 払 利 息 △    

雑 費 △         

計 △    

当 期 利 益 金

当 期 利 益 金 △    
合 計 △    

経  常  収  益

(事 業 収 益)

雑 収 入

(運 用 収 入)

利 息 及 び 配 当 金 △    
償 還 差 益

計 △    
合 計 △    

科 目
前年度対比較増△減



－ 69 － 貯金

予  定  損  益  計  算  書  説  明  書

貯　金　経　理

科 目
            千 円             千 円

経  常  費　用
(事 業 費 用)

職 員 給 与
　 基　　本　　給

 事務職員1人分
　 諸　　手　　当

地域手当 円
通勤手当 円
時間外勤務手当 円
期末勤勉手当 円

   退 職 給 与 金
厚 生 費

 職員健康診断費
旅 費

 全経理関連費用負担分
事 務 費
  事務用消耗品費

貯金各種申込書 綴じファイル 円
全経理関連費用負担分 円

　図 書 印 刷 費
共済組合事務の手引き
（福祉）等 円
全経理関連費用負担分 円

　通 信 運 搬 費
払出・解約送金手数料 円
全経理関連費用負担分 円

　 会　　議　　費
 全経理関連費用負担分

委 託 費
 全経理関連費用負担分

委 託 管 理 費
 全経理関連費用負担分

光 熱 水 料
 事務室光熱給水費負担分

賃 借 料
 全経理関連費用負担分

普 及 費
貯金利用加入促進費 円
全経理関連費用負担分 円

食 糧 費
 全経理関連費用負担分

令 和 年 度 令 和 年 度



－ 70 －貯金

科 目
            千 円             千 円

令 和 年 度 令 和 年 度

負 担 金
共済組合負担金 円

 (1)短期給付負担金及び
 財政調整負担金 円

 (2)長期給付負担金及び
 追加費用 円

 (3)福祉事業負担金 円
労働保険料事業主負担金 円

 (1)雇用保険料 円
 (2)労災保険料 円
 (3)一般拠出金 円

子ども・子育て手当拠出金 円
互助会負担金 円
全経理関連費用負担分 円

支 払 利 息
 上期　 円
 下期　 円

雑 費
 全経理関連費用負担分

計
当 期 利 益 金

当 期 利 益 金
合 計

経  常  収  益
(事 業 収 益)

　 雑　　収　　入
(運 用 収 入)

利息及び配当金
　 貸 付 金 利 息

    預  金  利  息
　  有価証券利息

償 還 差 益
合 計



－ 71 － 貯金

予  定  貸  借  対  照  表

貯　金　経　理

令和2年度

決 算 額 増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円          千円          千円

普 通 預 金 △   

定 期 預 金 △   △ 
立 替 金 △       

前 払 費 用 △         

未 収 収 益 △     △    

短 期 貸 付 金

未 収 金

計 △   △ 

固  定  資  産

 （有形固定資産）

(投資その他の資産)

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金 △     △     

計
合 計

流  動  負  債

組 合 員 貯 金

未 払 金 △         

未 払 費 用 △    

預 り 金 △       △        

計

固  定  負  債

(引   当   金)

退 職 給 与 引 当 金

剰    余    金

利 益 剰 余 金

欠損金補てん積立金

合 計

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度



－ 72 －貯金

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書
貯　金　経　理

科 目
流  動  資  産 千 円 千 円

普 通 預 金
定 期 預 金

自由金利型定期預金等 自由金利型定期預金等
立 替 金
未 収 収 益
短 期 貸 付 金

短 期 経 理 へ
貸 付 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

未 収 金
計

固  定  資  産
投 資 有 価 証 券

国 債
地 方 債
社 債
公 営 企 業 債
諸 債 券

長 期 貸 付 金
物 資 経 理 へ
貸 付 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度増加額 円 本年度増加額 円
本年度減少額 円 本年度減少額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

計
合 計

流  動  負  債
組 合 員 貯 金

普 通 貯 金
未 払 金
未 払 費 用

令和4年3月決算利息 令和4年3月決算利息令和5年3月決算利息
預 り 金

令和4年3月利子所得税 令和4年3月利子所得税令和5年3月利子所得税

計
固  定  負  債
(引   当   金)

退 職 給 与 引 当 金
円 円

本年度引当額 円 本年度引当額 円
本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

円 円
剰　余　金

利 益 剰 余 金
欠 損 金 補 て ん
積 立 金 円 円

本年度積立額 円 本年度積立額 円
本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

円 円
合 計

令 和 年 度 令 和 年 度

前年度末残高 前年度末残高

本年度末残高 本年度末残高

前年度末残高 前年度末残高

本年度末残高 本年度末残高



(11) 貸付経理
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予　　　　算　　　　総　　　　則
貸　付　経　理

事 項

前 年 度 末 残 高 0千円 前 年 度 末 残 高 0千円
本 年 度 増 加 額 0千円 本 年 度 増 加 額 0千円
本 年 度 減 少 額 0千円 本 年 度 減 少 額 0千円
本 年 度 末 残 高 0千円 本 年 度 末 残 高 0千円
最 高 限 度 額 2,000,000千円 最 高 限 度 額 200,000千円
借入条件 借入条件
利率 年利1.0％ 利率 年利1.0％

短期経理より短期借入金 短期経理より短期借入金

前 年 度 末 残 高 0千円 前 年 度 末 残 高 0千円

本 年 度 増 加 額 1,420千円 本 年 度 増 加 額 1,420千円

本 年 度 減 少 額 1,420千円 本 年 度 減 少 額 1,420千円

本 年 度 末 残 高 0千円 本 年 度 末 残 高 0千円

最 高 限 度 額 30,000千円 最 高 限 度 額 30,000千円

借入条件 無利息 借入条件 無利息

職 員 給 与 16,422千円 職 員 給 与 15,974千円

旅 費 524千円 旅 費 549千円

事 務 費 752千円 事 務 費 709千円

令 和 年 度 令 和 年 度

経理単位相互
間における資金
の融通の最高限
度額及び条件

退職等年金預託金管理経理より長期借入金 退職等年金預託金管理経理より長期借入金

　借入利率については地方公務員等共
済組合法第38条の2第2項第7号の規定に
より地方公務員共済組合連合会が定め
る基準利率の区分に応じて総務大臣が
定める率とする。

　借入利率については地方公務員等共
済組合法第38条の2第2項第7号の規定に
より地方公務員共済組合連合会が定め
る基準利率の区分に応じて総務大臣が
定める率とする。

人件費及び事
務費の最高限度
額
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事 項 令 和 年 度 令 和 年 度

受取利率 受取利率

(1)年1.26％ (1)年1.26％

  普通貸付、住宅貸付、特別貸付   普通貸付、住宅貸付、特別貸付

(2)年0.93％ (2)年0.93％

  災害貸付   災害貸付

(3)年1.0％ (3)年1.0％

  在宅介護対応住宅貸付   在宅介護対応住宅貸付

 （住宅貸付、災害貸付に加算）  （住宅貸付、災害貸付に加算）

(4)年0.72％ (4)年0.72％

(5)無利息 (5)無利息
　高額医療貸付、出産貸付 　高額医療貸付、出産貸付

最高限度額 最高限度額

普通貸付 2,000千円 普通貸付 2,000千円

住宅貸付 18,000千円 住宅貸付 18,000千円
在宅介護対応住
宅貸付

3,000千円
在宅介護対応住
宅貸付

3,000千円

災害貸付 災害貸付

　　家　　財 2,000千円 　　家　　財 2,000千円

　　住　　宅 18,000千円 　　住　　宅 18,000千円

　　　 再 19,000千円 　　　 再 19,000千円

特別貸付 特別貸付

　　医　　療 1,000千円 　　医　　療 1,000千円

　　入　　学 2,000千円 　　入　　学 2,000千円

　　修　　学 150千円 　　修　　学 150千円

(正規の修業年限内で１月につき) (正規の修業年限内で１月につき)

　　結　　婚 2,000千円 　　結　　婚 2,000千円

　　葬　　祭 2,000千円 　　葬　　祭 2,000千円

高額医療貸付 高額医療貸付

出産貸付 出産貸付

　組合員貸付金
の受取利率及び
最高限度額

激甚災害における災害貸付の元金弁
済猶予期間（償還期間外において 年を
限度）に係る利息

激甚災害における災害貸付の元金弁
済猶予期間（償還期間外において 年を
限度）に係る利息

　　高額療養費相当額 　　高額療養費相当額

　　出産費・家族出産費相当額 　　出産費・家族出産費相当額

　受取利率については地方公務員等共
済組合法第38条の2第2項第7号の規定に
より地方公務員共済組合連合会が定め
る基準利率の区分に応じて総務大臣が
定める率とする。

　受取利率については地方公務員等共
済組合法第38条の2第2項第7号の規定に
より地方公務員共済組合連合会が定め
る基準利率の区分に応じて総務大臣が
定める率とする。
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貸　付　経　理

令和2年度 令和3年度 令和4年度

決  算  額 推      計 推      計 令和3年度 令和4年度

経  常  費  用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円

（事 業 費 用）

職 員 給 与 △       

厚 生 費

旅 費 △        

事 務 費 △        

委 託 費 △       

委 託 管 理 費 △        △        

光 熱 水 料 △        

修 繕 費 △        

賃 借 料 △         

保 険 料 △         △         

普 及 費

食 糧 費

負 担 金 △        

支 払 利 息 △       

連 合 会 払 込 金 △       

貸付債権保全金利息 △       △        

雑 費 △        

減 価 償 却 費 △       

計 △       
合 計 △       

経  常  収  益

（事 業 収 益）

組合員貸付金利息 △     △     

雑 収 入
小 計 △     △     

（補助金等収入）

連 合 会 交 付 金 △        

（事業外収益）

利 息 及 び 配 当 金 △       △        

小 計

当期損失金

当 期 損 失 金
合 計 △       

予  定  損  益  計  算  書

科 目
前年度対比較増△減
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貸　付　経　理

科 目

千 円 千 円

経　常　費　用

（事 業 費 用）

職 員 給 与

　 基　　本　　給

　 諸　　手　　当

扶養手当 円

地域手当 円

通勤手当 円

時間外勤務手当 円

期末勤勉手当 円
   退 職 給 与 金

厚 生 費
 職員健康診断費

旅 費

東海地区福祉事業部会等 円

全経理関連費用負担分 円

事 務 費

   事務用消耗品費

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞｼｰﾙ（残高証明書用） 円

全経理関連費用負担分 円

　 図 書 印 刷 費

共済組合事務の手引き 円

（福祉）等

全経理関連費用負担分 円

　 通 信 運 搬 費

貸付金送金振込手数料 円

全経理関連費用負担分 円

　 会　　議　　費

全経理関連費用負担分 円

委 託 費

不良債権回収委託料 円

全経理関連費用負担分 円

委 託 管 理 費

 全経理関連費用負担分

光 熱 水 料

 事務室光熱給水費負担分

修 繕 費

 公用車点検代外

賃 借 料

システムソフト賃借料 円

 全経理関連費用負担分 円

保 険 料

普 及 費

 全経理関連費用負担分

食 糧 費
 全経理関連費用負担分

予　定　損　益　計　算　書　説　明　書

令 和 年 度 令 和 年 度

 事務職員2人分
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科 目

千 円 千 円

令 和 年 度 令 和 年 度

負 担 金

共済組合負担金 円

 (1)短期給付負担金及び

 財政調整負担金 円

 (2)介護保険負担金 円

 (3)長期給付負担金及び

 追加費用 円

 (4)福祉事業負担金 円

労働保険料事業主負担 円

 (1)雇用保険料 円

 (2)労災保険料 円

 (3)一般拠出金 円

子ども・子育て拠出金 円

互助会負担金 円

自動車税 円

法人税 円

全経理関連費用負担分 円

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

貸付債権保全金利息

雑 費

公用車ＥＴＣ料金外 円

全経理関連費用負担分 円

減 価 償 却 費

計
合 計

経　常 収 益

（事業収益）

組 合 員 貸 付 金

利 息 災害貸付（0.93％） 円

その他の貸付（1.26％） 円

雑 収 入

　消費税戻入分

計

（補助金等収入）

連 合 会 交 付 金

 団信関係事務費交付金

(事業外収益）

利 息 及 び 配 当 金

　 預  金　利　息

　 貸　付　債　権

　 保 全 金 利 息

当 期 損 失 金

当 期 損 失 金
合 計
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貸　付　経　理

令 和 年 度

決 算 額 増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円          千円          千円

普 通 預 金 △    

定 期 預 金
仮 払 金

前 払 費 用 △        △        

未 収 収 益 △         

未 収 金 △       △       

計

固  定  資  産

（有形固定資産）

車 両 及 び 運 搬 具

(投資その他の資産)

組 合 員 貸 付 金 △   △    
計 △   △    

合 計 △     △    

流  動  負  債

短 期 借 入 金

未 払 金 △        

未 払 費 用

計 △        

固  定  負  債

（引  当  金）

貸付債権保全引当金 △       △       

退 職 給 与 引 当 金

計 △       

剰　　余　　金

利 益 剰 余 金

欠損金補てん積立金 △     △     

積 立 金 △     △     

計 △     △    
合 計 △     △    

予  定  貸  借  対  照  表

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度
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貸　付　経　理

科 目

流  動  資  産

普 通 預 金

定 期 預 金

前 払 費 用

自賠責保険等保険料未経過分 自賠責保険等保険料未経過分

未 収 収 益

未 収 金
未 収 組 合 員

貸 付 金

計

固  定  資  産

（有形固定資産）

車 両 及 び 運 搬 具

前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度増加額 円 本年度増加額 円

本年度減少額 円 本年度減少額 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円

(投資その他の資産)

組 合 員 貸 付 金  （注１）  （注１）

普 通 貸 付

住 宅 貸 付

災 害 貸 付

特 別 貸 付

高 額 医 療 貸 付

出 産 貸 付

計
合 計

流  動  負  債

短 期 借 入 金

短 期 経 理 よ り

借 入 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度借入額 円 本年度借入額 円

本年度返済額 円 本年度返済額 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円

未 払 金

未 払 費 用
計

予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書

令 和 年 度 令 和 年 度

　　　　　　　　　　　　　　千円 　　　　　　　　　　　　　　千円

自由金利型定期預金 自由金利型定期預金
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科 目 令 和 年 度 令 和 年 度

　　　　　　　　　　　　　　千円 　　　　　　　　　　　　　　千円

固  定  負  債

（引  当  金）

貸 付 債 権

保 全 引 当 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度引当額 円 本年度引当額 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円

退 職 給 与 引 当 金

前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度引当額 円 本年度引当額 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円

計

剰　　余　　金

利 益 剰 余 金

欠 損 金 補 て ん

積 立 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度積立額 円 本年度積立額 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円

積 立 金

前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度積立額 円 本年度積立額 円

本年度とりくずし額 円 本年度とりくずし額 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円
合 計

注１　組合員貸付金     （単位：千円）

令和 年度 令和 年度
末

令和 年度
末決 算 額 新 規 件 数 新規貸付額 償 還 額 貸付金残高 新規貸付額 償 還 額 貸付金残高

普 通 貸 付

住 宅 貸 付

災 害 貸 付

特 別 貸 付

高額医療貸付
出 産 貸 付

令  和  3  年  度 令　和　4　年  度

組 合 員 貸 付 金

科    目



(12) 物資経理
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予　　　算　　　総　　　則
物　資　経　理

事 項

　 貯金経理より長期借入金 　 貯金経理より長期借入金

前 年 度 末 残 高 149,000千円 前 年 度 末 残 高 148,000千円

本 年 度 増 加 額 389,000千円 本 年 度 増 加 額 379,000千円

本 年 度 減 少 額 390,000千円 本 年 度 減 少 額 385,000千円

本 年 度 末 残 高 148,000千円 本 年 度 末 残 高 142,000千円

最 高 限 度 額 400,000千円 最 高 限 度 額 400,000千円

借入条件 借入条件

利　　率 年利1.09% 利　　率 年利0.96%

職 員 給 与 11,755千円 職 員 給 与 12,158千円

旅 費 377千円 旅 費 323千円

事 務 費 2,202千円 事 務 費 2,153千円

経理単位相互間に
おける資金の融通の
最高限度額及び条件

人件費及び事務費
の最高限度額

令 和 年 度 令 和 年 度
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物　資　経　理

令和2年度 令和3年度 令和4年度
決  算  額 推      計 推      計 令和3年度 令和4年度

経  常  費  用 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円 　　　　 千円
（事 業 費 用）

職 員 給 与 △      
厚 生 費
旅 費 △         
事 務 費
商 品 仕 入 △        △      
未 実 現 利 益 控 除 △        △        
委 託 費 △        
委 託 管 理 費 △         
光 熱 水 料 △         
賃 借 料 △          
保 険 料 △         
普 及 費 △         
食 糧 費
負 担 金 △         
消 費 税 △         
雑 費 △         

計 △      △      
（引当金繰入）

貸 倒 引 当 金 繰 入 △        
（事業外費用）

支 払 利 息 △         △         
当 期 利 益 金

当 期 利 益 金 △      
合 計 △        △      

経  常  収  益
（事 業 収 益）

商 品 売 上 △        △      
未 実 現 利 益 戻 入 △        △        
雑 収 入 △        

計 △        △      
（引当金戻入）

貸 倒 引 当 金 戻 入 △        
（事業外収益）

利 息 及 び 配 当 金
合 計 △        △      

予  定  損  益  計  算  書

科 目
前年度対比較増△減
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予  定  損  益  計  算  書  説  明  書
物　資　経　理

科 目

            千 円             千 円
経　常　費　用
（事 業 費 用）

職 員 給 与
　 基　　本　　給
　 諸　　手　　当

地域手当 円
通勤手当 円
時間外手当 円
期末勤勉手当 円

   退 職 給 与 金
厚 生 費

 職員健康診断費
旅 費

生活年金プラン訪問PR他 円
全経理関連費用負担分 円

事 務 費
   事務用消耗品費
　 図 書 印 刷 費

電算関係諸用紙印刷代外 円
全経理関連費用負担分 円

　 通 信 運 搬 費
生活年金プラン配当金送金手数料 円
全経理関連費用負担分 円

　 会　　議　　費
 全経理関連費用負担分

商 品 仕 入
   商  品  仕  入

自動車 円

ガソリン 円
季節商品 円
生活年金プラン等 円

   売  上  値  引
未実現利益控除

 令和3年度末未実現利益  令和4年度末未実現利益

委 託 費
物資購入代金明細表作成 円
全経理関連費用負担分 円

委 託 管 理 費
生活年金プランシステム保守料 円
物資システムサポート代 円

全経理関連費用負担分 円
光 熱 水 料

 事務室光熱給水費負担分
賃 借 料

物資システムソフトリース料 円
物資システムハードリース料 円
全経理関連費用負担分 円

保 険 料
 債権保全保険料

普 及 費
 全経理関連費用負担分

食 糧 費
 全経理関連費用負担分

令 和 年 度 令 和 年 度
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科 目

            千 円             千 円

令 和 年 度 令 和 年 度

負 担 金
共済組合負担金 円

 (1)短期給付負担金及び
 財政調整負担金 円

 (2)介護保険負担金 円
 (3)長期給付負担金及び

 追加費用 円
 (4)福祉事業負担金 円

労働保険料事業主負担 円
 (1)雇用保険料 円
 (2)労災保険料 円
 (3)一般拠出金 円

子ども・子育て拠出金 円
互助会負担金 円
法人税 円
全経理関連費用負担分 円

消 費 税

雑 費
 全経理関連費用負担分

計
（引当金繰入）

貸倒引当金繰入
 令和3年度売掛金残高の2/100  令和4年度売掛金残高の2/100

（事業外費用）
支 払 利 息
当 期 利 益 金

当 期 利 益 金

合 計
経　常　収　益
（事 業 収 益）

商 品 売 上
   商  品  売  上

自動車 円
ガソリン 円
季節商品 円
生活年金プラン等 円

   受 取 手 数 料
自動車 円
ガソリン 円
季節商品 円
レンタカー等 円
生活年金プラン等 円

消費税 円
未実現利益戻入

 令和2年度末未実現利益  令和3年度末未実現利益
雑 収 入

 生活年金プラン中途脱退者配当金外
計

（引当金戻入）
貸倒引当金戻入

 令和2年度売掛金残高の2/100  令和3年度売掛金残高の 2/100
（事業外収益）

利息及び配当金
　 預  金  利  息

合 計
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予  定  貸  借  対  照  表

物　資　経　理

令和2年度

決 算 額 増 △ 減 年 度 末 増 △ 減 年 度 末

流  動  資  産          千円          千円          千円          千円          千円

普 通 預 金 △        

売 掛 金 △      △      

未 収 収 益 △          

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △        
合 計 △      △      

流  動  負  債

買 掛 金 △          

未 払 消 費 税 △      

未 払 金

未 払 費 用

未 実 現 利 益 △        △        

計 △      

固  定  負  債

長 期 借 入 金 △      △      

（引  当  金）

退 職 給 与 引 当 金 △     

剰   余   金

利 益 剰 余 金

欠損金補てん積立金 △         △        

積 立 金

計
合 計 △ △

科 目
令 和 年 度 令 和 年 度
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予  定  貸  借  対  照  表  説  明  書
物　資　経　理

科 目
流  動  資  産             千 円             千 円

普 通 預 金
売 掛 金

前年度末残高 円 前年度末残高 円
円 円

本年度償還額 円 本年度償還額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

未 収 収 益
未 収 金
貸 倒 引 当 金

前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度分繰入 円 本年度分繰入 円

円 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

合 計

流　動  負  債
買 掛 金

未 払 消 費 税
未 払 金
未 払 費 用
未 実 現 利 益

年度末推計 年度末推計
計

固  定  負  債
長 期 借 入 金

貯 金 経 理 前年度末残高 円 前年度末残高 円
よ り 借 入 金 円 本年度借入額 円

円 本年度返済額 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

 （引  当  金）
退 職 給 与 引 当 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度引当額 円 本年度引当額 円
円 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円
剰   余    金

利 益 剰 余 金
欠 損 金 補 て ん
積 立 金 前年度末残高 円 前年度末残高 円

本年度積立額 円 本年度積立額 円
円 円

本年度末残高 円 本年度末残高 円
積 立 金

前年度末残高 円 前年度末残高 円
本年度積立額 円 本年度積立額 円

円 円
本年度末残高 円 本年度末残高 円

合 計

令 和 年 度 令 和 年 度

本年度増加額 本年度増加額

前年度末残高戻入 前年度末残高戻入

本年度とりくずし額

令和3年3月分商品仕入代金 令和4年3月分商品仕入代金

本年度借入額
本年度返済額

本年度とりくずし額

本年度とりくずし額 本年度とりくずし額

本年度とりくずし額 本年度とりくずし額
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